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資 料 （ＪＩＳ）
工業用ガソリン ＧａｓｏＩｉｎｅ ｆｏｒ Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ ｐｕｒｐｏｓｅ（妙）ＪＩＳ Ｋ２２０１

１．運用範囲 この規格は、工業用ガソリンについて規定する。

２．種 類 工業用ガソリンは、用途によって５種類に分け、表１のとおりとする。

表１ 種 類

種 類 主 な 用 途

１号（ベンジン） 洗浄用

２号（ゴム揮発油） ゴム用溶剤、塗料用

３号（大豆揮発油） 抽出用

４号（ミネラルスピリット） 塗料用

５号（クリーニングソルベント） ドライクリーニング用、塗料類

備考 括弧内は、通称を参考として示したものである。

３． 品 質 工業用ガソリンは、洗浄、熔解、希釈、抽出などの用途に適当な品質の精製鉱油で

あって、無色透明で異臭がなく、水及び沈殿物を含まず、４によって試験を行ったとき、表２

の規定に適合しなければならない。

表２ 品 質

試験

項目 蒸 留 性 状

反 応 引火点 銅板腐食

発留温度 ５０％ 終 点 （５０℃、３ｈ）

℃ 留出温度 ℃

種類 ℃

１号 30以上 １００以下 １５０以下

２号 － ８０以上 １２０以下 １６０以下

３号 中性 ６０以上 － ９０以下 １以下

４号 30以上 － ２０５以下

１８０以下

５号 ３８以上 １５０以下 ２１０以下

４．試験方法 （略）

※ １号～３号は、第４類第１石油類に該当する。
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自動車ガソリン M０ｔ０ｒ Ｇａｓ０ｌｉｎｅ （妙）ＪＩＳ Ｋ２２０２

１．適用範囲 この規格は、自動車ガソリンについて規定する。

備考 この規格の中で｛ ｝を付けて示してある単位及び数値は、従来単位によるもの

であって、規格値である。

なお、これらの従来単位及び数値は、平成７年４月１日以降参考とすること。

２．種 類 自動車ガソリンは、オクタン価（リサーチ法）によって１号及び２号に分類する。

３．品 質 自動車ガソリンは、自動車又はこれに類似の内燃機関燃料として適当な品質の精製

鉱油で、無加鉛とし、水及び沈澱物を含まず、４によって試験を行ったとき、表１の

規定に適合しなければならない。

備考 無加鉛とは、アルキル鉛を添加しないことをいい、その限度はＪＩＳ Ｋ２２５

５の適用区分下限値以下とする。

表１ 品 質

試 蒸留性状（減失量加算）

験 (1)

項 蒸気圧 (2) 酸化

目 オクタン 密 度 10% 50% 90% 銅 板 (37.8 実在 安定

種 （リサー (１５℃ ） 留出 留出 留出 終点 残油量 腐 食 ℃） ガム 度 色

ーチ法） ｇ／㎝ 温度 温度 温度 ℃ 容量％ (50℃、 kPa ｍｇ／１ min

類 ℃ ℃ ℃ ３ｈ） ００‹

１ 号 96.0 44～78

以上 0.783 70 125 180 220 2.0 240 オレン

以下 以下 以下 以下 以下 以下 1 以下 ｛0.45 5 以下 以上 ｼﾞ系色

２ 号 89.0 ～0.80｝

以上

注(1) 寒候用のものの蒸気圧の上限は、９３ｋＰａ{０.９５／㎝}とする。

(2) 未洗のもの。ただし、５～２０㎎／１００ｍ の範囲にあるものは、洗浄実在ガムが５㎎

／１００ｍ 以下であればよい。

４．試験方法 （略）

※ 自動車ガソリンは、第４類第１石油類に該当する。
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灯油 Ｋｅｒ０ｓｉｎｅ（妙） ＪＩＳ Ｋ２２０３

１．適用範囲 この規格は、灯油について規定する。

２．種 類 灯油は、用途によって２種類に分け、表１のとおりとする。

表１ 種 類

種 類 主 な 用 途

１号 灯火用及び暖ちゅう房用燃料

２号 石油発動機用燃料、溶剤及び洗浄用

３．品 質 灯油は、灯火、暖ちゅう房、石油発電機、溶剤、洗浄用などとして適当な品質の精油

鉱油であって、水及び沈澱物を含まず、４によって試験を行ったとき、表２の規定に適合しな

ければならない。

表２ 品 質

蒸留性状

引火点 硫黄分 煙点 銅板腐食 色

種 類 反 応 ９５％留出温度 質量％ ㎜ （５０℃、３ （セーボルト）

℃ ℃ ｈ）

１号 ２７０以下 0．015以下 23以上 1以下 ＋25以上

中性 40以上

２号 ３００以下 0．5０以下 ー ー ー

注(1) １号の寒候用のものの煙点は２１ｍｍ以上とする。

４．試験方法 （略）

※ 灯油は、第４類第２石油類に該当する。
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軽油 Ｇａｓ ０ｉｌ（抄） ＪＩＳ Ｋ２２０４

１．適用範囲 この規格は、軽油について規定する。

備考 この規格の中で｛ ｝を付けて示してある単位及び数値は、従来単位によるもので

あって、規格値である。

なお、これらの従来単位及び数値は、平成７年４月１日以降参考とすること。

２．種 類 軽油は、流動点によって、特１号、１号、２号、３号及び特３号の５種類に分類す

る。

３．品 質 軽油は、ディーゼル機関などの内燃機関燃料として適当な品質の精製鉱油であって、

水及び沈澱物を含まず、４によって試験を行ったとき、表１の規定に適合しなければ

ならない。

第１ 品 質

蒸留性状 １０％残油の （２） 動粘度

種 類 引火 ９０％留出 流動点 目詰まり点 残留炭素分 セタン指数 （３０℃） 硫黄分

点℃ 温度℃ ℃ ℃ 質量％ ㎜／ｓｃｓ 質量％

特1号 50以上5 ３６０以下 ＋5以下 － 50以上 2．7以上

1号 0以上50 ３６０以下 －２．5以下 －1以下 50以上 2．7以上

2号 以上45 ３５０以下 －７．５以下 －5以下 0．1以下 45以上 2．5以上 0．5以上

３号 以上45 ３３０以下 －20以下 －12以下 45以上 2．0以上

特３号 以上 ３３０以下 －30以下 －19以下 45以上 1．7以上

注(1) ただし、動粘度（３０℃）が4.7㎜２／ｓ｛4.7ｃＳｔ｝以下の場合には３５０℃以下とする。

(2) セタン指数は、セタン価を用いることができる。

(3) １㎜２／ｓ＝１ｃＳｔ

４．試験方法 （略）

※ 軽油は、第４類第２石油類に該当する。
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重油 ＦｕｅＩ ０ｉｌ（抄） ＪＩＳ Ｋ２２０５

１．適用範囲 この規格は、重油油について規定する。

備考 この規格の中で｛ ｝を付けて示してある単位及び数値は、従来単位によるもので

あって、規格値である。

なお、これらの従来単位及び数値は、平成７年４月１日以降参考とすること。

２．種 類 軽油は、動粘度によって､１種（Ａ重油）、２種（Ｂ重油）及び３種（Ｃ重油）の３

種類に分類する。更に１種は硫黄分によって１号及び２号に細分し、３種は動粘度に

よって１号、２号及び３号に細分する。

備考 括弧内は、通称を参考として示したものである。

３．品 質 重油は、内燃機関用、ボイラー用及び各種炉用などの燃料として適当な品質の精製

鉱油であって、として適当な品質の精製鉱油であって、４によって試験を行ったとき、

表１の規定に適合しなければならない。

第１ 品 質

動粘度

種 類 反応 引火点 （５０℃） 流動点 残留炭素分 水 分 灰 分 硫黄分

℃ ㎜／ｓｃｓ ℃ 質量％ 容量％ 質量％ 質量％

1号 0．5以下

1種 60以上 20以下 5以下 4以下 0．3以下 0．05以下

2号 2．0以下

2種 50以下 1 0以下 8以下 0．4以下 3．0以下

中性

1号 250以下 ー ー 0．5以下 3．5以下

3種 0．1以下

2号 70以上 400以下 ー ー 0．6以下 －

3号 ４００を超え1000以下 ー ー 2．0以下 － －

注(1) １種及び２種の寒候用のものの流動点は０℃以下とし、１種の暖候用の流動点は１０℃以下

とする。

(2) １㎜２／ｓ＝１ｃＳｔ

４． 試験方法 （略）

※ 重油は、第４類第３石油類に該当する。
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ギャー油 Ｇｅａｒ ０ｉｌ（抄） ＪＩＳ Ｋ２２１９

１．適用範囲 この規格は、工業用及び自動車用のギャー油について規定する。

備考 この規格の中で｛ ｝を付けて示してある単位は、国際単位系（ＳＩ）によるも

のであって、参考として併記したものである。

２．種 類 ギャー油は、用途により工業用と自動車用とし、工業用は２種類、自動車用は３

種類に分け、更に粘度グレードにより細分し表１のとおりとする。

表１

種 別 用 途

ＩＳ０ ＶＧ３２
ＩＳ０ ＶＧ４６
ＩＳ０ ＶＧ６８ 主として一般機械の比較的軽荷重の密閉ギヤ

1 種 ＩＳ０ ＶＧ１００ ーに用いる。
ＩＳ０ ＶＧ１５０

ＩＳ０ ＶＧ２２０

ＩＳ０ ＶＧ３２０

工業用 ＩＳ０ ＶＧ６８
ＩＳ０ ＶＧ１００

ＩＳ０ ＶＧ１５０ 主として一般機械、圧延機などの中、重荷重
２ 種 ＩＳ０ ＶＧ２２０ の密閉ギヤーに用いる。

ＩＳ０ ＶＧ３２０

ＩＳ０ ＶＧ４６０

ＩＳ０ ＶＧ６８０

ＳＡＥ７５Ｗ
ＳＡＥ８０Ｗ 主として自動車の中程度の速度、荷重で作動

1 種 ＳＡＥ８５Ｗ するギヤーに用いる。
ＳＡＥ９０
ＳＡＥ１４０

ＳＡＥ７５Ｗ
自動車用 ＳＡＥ８０Ｗ 主として自動車の高速、低トルク又は、低

２ 種 ＳＡＥ８５Ｗ 速、高とトルクで作動するギヤーに用いる。
ＳＡＥ９０
ＳＡＥ１４０

ＳＡＥ７５Ｗ
ＳＡＥ８０Ｗ 主として自動車の高速、衝撃荷重、高速、低

３ 種 ＳＡＥ８５Ｗ トルク又は、低速、高トルクで作動するギヤ
ＳＡＥ９０ ーに用いる。
ＳＡＥ１４０

参考 ＳＡＥ：ＳｏｃｉｅｔｙｏｆＡｕｔｏｍｏｔｉｖｅＥｎｇｉｎｅｅｒｓ（アメリカ自動車技術者協会）
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３．品 質 ギャー油は、水及び沈澱物を含まず、精製鉱油に添加剤を加えたもので、４試験方法

で試験を行ったとき、工業用１種は表２、工業用２種は表３、自動車用は表４の規定に

それぞれ適合しなければならない。また、自動車用１種はＡＰＩサービス分類のＧＬ－

３、自動車用２種はＡＰＩサービス分類のＧＬ－４の、及び自動車用３種はＡＰＩサー

ビス分類のＧＬ－５の各々の品質と同等以上でなければならない。

参考 ＡＰＩ：ＡｍｅｒｉｃａｎｐｅｔｒｏｌｅｕｍＩｎｓｔｉｔｕｔｅ（アメリカ石油協会）

第２ 工業用１種

項目 動粘度 銅板腐食 錆止め性能 杭乳化粧

ｃＳｔ｛㎜／ｓ｝ 粘度 引火点 流動点 １００℃ 蒸留水

（４０℃） 指数 ℃ ℃ ３ｈ ２４ｈ （５４℃） （８２℃）

種類

ＩＳ０ＶＧ３２ ２８．８以上35．2以下 170以上1 －１０

ＩＳ０ＶＧ４６ ４１．４以上５０６ 下 80 以上 以下 ６０分 －

ＩＳ０ＶＧ６８ ６１．８以上７４８ 下 以下

ＩＳ０ＶＧ１００ ９０．０以上3１１０以下 さびのないこと

ＩＳ０ＶＧ１５０ １３５以上１６０以下 90以上 １以下

ＩＳ０ＶＧ２２０ １９８以上２４２以下 200以上 －５ ６０分

ＩＳ０ＶＧ３２０ ２８８以上３５２以下 以下 － 以下

ＩＳ０ＶＧ４６０ ４１４以上５０６以下

注(1) １ｃＳｔ＝１㎜２／ｓ

(2) 坑乳化粧は、乳化層の容量が３‹になったときの時間

第３ 工業用２種

項目 動粘度 銅板腐食 錆止め性 杭乳化粧

ｃＳｔ｛㎜／ｓ｝ 粘度 引火点 流動点 １００ 蒸留水 荷荷重能

（４０℃） 指数 ℃ ℃ ３ｈ ２４ｈ （５４ （82℃） （チムケン

種類 ℃） 法）

㎏

ＩＳ０ＶＧ６８ ６１．８以上７４．８以上 180以上 －１5 60分以下 －

ＩＳ０ＶＧ１００ ４０．０以上１１０以下 以下

ＩＳ０ＶＧ150 １３５８以上１６５以下 さびのないこ 想定せず

ＩＳ０ＶＧ220 １９８０以上3２４２以下 90以上 １以下 と 60分

ＩＳ０ＶＧ320 ２８８以上３５２以下 200以上 －10以下 － 以下

ＩＳ０ＶＧ460 ４１４以上５０６以下

ＩＳ０ＶＧ680 ６１２以上７４８以下 －５以下
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第４ 自動車用１種、２種及び３種

項目 動粘度 （参考） 泡 立 ち

(1) (3) 粘度 引火点 流動点 銅板腐

ｃＳｔ｛㎜／Ｓ｝ 低温 指数 ｛100℃｝ （24℃） (93.5℃) (93.5℃

（１００℃） 粘度 ℃ ℃ ３ｈ｝ 後の24℃)

種類 特性 泡立 泡安 泡立 泡安 泡立 泡安

℃ ち度 定度 ち度 定度 ち度 定度

ＳＡＥ７５Ｗ 4.1以上 -40 170 -25

以上 以下

ＳＡＥ８０Ｗ 7.0以上 -26 ｰ20

85 175 以下 １ 100 10 100 10 100 10

ＳＡＥ８５Ｗ 11.0以上 -12 以上 以上 -15 以 以 以 以 以 以

以下 以下 下 下 下 下 下 下

ＳＡＥ９０ 13.5以上 - -10

24.0未満 180 以下

ＳＡＥ１４０ 24.0以上 - 以上 -5

41.0未満 以下

注(3) 低温粘度特性は、１５００Ｐ｛１５０Ｐａ／ｓ｝を示す最高温度。

備考 １種はＡＰＩサービス分類のＧＬ－３の、２種はＡＰＩサービス分類のＧＬ－４の、

３種はＡＰＩサービス分類のＧＬ－５の各々の品質と同等以上でなければならない。

参考 低温粘度特性の試験には、ブルックフィールド粘度計を用いて－６.７～３４.３℃

の温度での低せん断率の外そう粘度を測定する方法で、ＡＳＴＭＤ２９８３（Ａｐｐ

ａｒｅｎｔＶ位ｓｃｏｓｉｔｙ ｏｆ Ｇｅａｒ ０ｉｌｓ ａｔ Ｌｏｗ Ｔｅｍ

ｐａｒａｔｕｔｅｓ Ｕｓｉｎｇ ｔｈｅ Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ Ｖｉｓｃｏｍｅ

ｔｅｒ）を用いる。

※ ギャー油は、第４類第４石油類に該当する。
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マシン油 Ｍａｃｈｉｎｅ ０ｉｌｓ（抄） ＪＩＳ Ｋ２２３８

１．適用範囲 この規格は、主として全損式給油方法による各種機械の潤滑油として用いるマシン

油について規定する。

備考 この規格の中で｛ ｝を付けて示してある単位は、国際単位系（ＳＩ）によるも

のであって、参考として併記したものである。

２．種 類 マシン油の種類は、ＪＩＳＫ２００１（工業用潤滑油粘度分類）に規定する粘度分

類によって分け、表に示す１８種類とする。

３．品 質 マシン油は、水及び沈澱物を含まない精製鉱油で、４試験方法で試験を行ったとき、

表の規定に適合しなければならない。

表

項 目 動粘度（１）

ｃＳｔ｛㎜／ｓ｝ 色 引火点 流動点 銅板腐食

種 類 （４０℃） （ＡＳＴＭ） ℃ ℃ （１００℃３
ｈ）

ＩＳＯ ＶＧ ２ １．９８以上 ２．４２以下

ＩＳＯ ＶＧ ３ ２．８８以上 ３．５２以下 2以下 ８０以上

ＩＳＯ ＶＧ ５ ４．１４以上 ５．０６以下

ＩＳＯ ＶＧ ７ ６．１２以上 １１．０以下 －5以下

ＩＳＯ ＶＧ１０ １３．５以上 １６。５以下 2以下 １３０以上

ＩＳＯ ＶＧ１５ １９．８以上 ２４．２以下

ＩＳＯ ＶＧ２２ ２８．８以上 ３５．２以下 １５０以上 1以下

ＩＳＯ ＶＧ３２ ４１，４以上 ５０．６以下

ＩＳＯ ＶＧ４６ ６１．２以上 ７４．８以下 １６０以上 0以下

ＩＳＯ ＶＧ６８ ９０．０以上 １１０ 以下

ＩＳＯ ＶＧ１００ １３５ 以上 １６５ 以下

ＩＳＯ ＶＧ２２０ １９８ 以上 ２４２ 以下 １８０以上 0以下

ＩＳＯ ＶＧ３２０ ２８８ 以上 ３５２ 以下

ＩＳＯ ＶＧ４６０ ４１４ 以上 ５０６ 以下

ＩＳＯ ＶＧ６８０ ６１２ 以上 ７４３ 以下

ＩＳＯ ＶＧ１０００ ９００ 以上 １１００以下 ３２０以上

ＩＳＯ ＶＧ１５００ １３５０以上 １６５０以下 ＋10以下

注(1) １ｃＳｔ ＝１㎜
２
／ｓ

(2) 紡績機械用などの特定の用途で脱色を必要とする場合には、色（セーボルト）は±１５以上とする。

(3) 寒候用のものの流動点は、－１２．５℃以下とする。

４．試験方法 （略）

※ 消防法上の「シリンダー油」とは、マシン油のうちＩＳ０ＶＧ６８０、１０００、１５０

０に適合するものをいい、第４類第４石油類に該当する。
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建築物等の避雷設備（避雷針） ＪＩＳ Ａ４２０１

ＴｈｅＰｒｏｔｅｃｔｉｏｎ ｏｆ Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓ Ａｇａｉｎｓｔ Ｌｉｇｈｎｉｎｇ

１．適用範囲 この規格は、建築物又は煙突、塔､油そうなどの工作物、その他のものに設置する避

避雷設備について規定する。

２．用語の意味 この規格の中で用いる主な用語の意味は、次による。

(1) 避雷設備（避雷針） 受雷部、避雷導線及び接地極からなる避雷用設備で雷撃によって生じ

る火花、破損又は人畜への傷害を防止することを目的とするものの総称。

(2) 受雷部 電撃を受け止めるために使用する金属体。この中には、突針部､むね上げ導体、ケ

ージの網目状導体の他、直接雷撃を受け止めるために利用される手すり、フェンス､水そう等

建築物に附属した金属体も含まれる

(3) 突 針 空中に突出させた受雷部

(4) 突針部 突針支持金物及びこれらの取付台の総称。

(5) むね上げ導体 むね、パラペット又は屋根などの上に沿って設置した受雷部

(6) 独立避雷針 被保護物から離して地上に独立した突針を受雷部とする避雷設備。

(7) 独立架空地線 被保護物の上方にこれと適当な距離を置いて架線した導線を受雷部とし､か

つ、被保護物から独立した避雷設備。

(8) ケージ 避雷を目的として被保護物全体を含む連続的な網条導体（金属板を含む。）

(9) 避雷導線 雷電流を流すために、受雷部と接地極とを接続する導線。

（10） 引下げ導線 避雷導線の一部で、被保護物の頂部から接地極までの間のほぼ鉛直な部分。

（11） 接地極 避雷導線と大地とを電気的に接続するために、地中に埋設した導体。

（12） 保護範囲 避雷設備の接地によって､雷の直撃の危険から保護される避雷設備の周辺の大地

及び空間

（13） 保護角 受雷部の上端から、その上端を通る鉛直線に対して保護範囲を見込む角度。

（14） 水道配水管 水道事業所の負担で道路に埋設された水道管。

（15） 水道給水管 個人負担で給水引込用に埋設された水道管。

３．構 造

3.1 一般の避雷設備の構造

3.1.1 突針部 突針部は、次の規定に適合しなければならない。

(1) 突針部の取付位置及び取付数は、被保護物の保護をしようとする部分の全体が保護範

囲内にはいるように定めること。この場合、保護角は６０度以下とすること。

(2) 突針部は、建基令第８７条の規定による風圧力に対して安全な構造とする。

(3) 突針部の先端は、可燃物から０．３ｍ以上突出させる。

(4) 突針は、銅(銅合金を含む｡)､表１に示すアルミニウム及びアルミニウム合金（以

下、アルミニウムという。）、溶融亜鉛めっきを施した鉄若しくは銅（鋳鉄を含む｡)の

直径１２ｍｍ以上の棒又はこれと同等以上の強度及び性能のものを使用する。

(5) 突針部は、はしご、旗ざおなど建築物に附属した金属体をもって代えてもよい。

(6) 突針部は、避雷導線によって接地極に接続する。

(7) 突針と避雷導線との接続は、３．１．５の規定による。
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(8) 突針支持物として鉄管を用いる場合には、避雷導線は管内を通してはならない。

(9) 断面積３００ｍｍ以上の鉄管又は断面積１１０㎜肉厚２㎜以上に示すアルミニウム材

を用いた管を突針支持物として使用する場合には、これを避雷導線の一部として使用し

てもよい。

(10) 突針その他避雷設備の部分で腐食性ガスに直接さらされるものは､厚さ１.６㎜以上の

鉛板で覆わなければならない。

表 １

規 格 種 類

ＪＩＳＨ４０４０（アルミニウム及びアルミニウム合金の棒及び線） １１００ ３００３

ＪＩＳＨ４０８０（アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管） ５０５２ ５０８３

ＪＩＳＨ４１００（アルミニウム及びアルミニウム合金押出形材） ６０６１ ６０６３

１１００ ３００３

ＪＩＳＨ４０００（アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条） ５０５２ ５０８３

６０６１

１１００ ３００３
ＪＩＳＨ４０９０（アルミニウム及びアルミニウム合金溶接管）

５０５２

3.1.2 むね上げ導体 むね上げ導体は、次の規定に適合しなければならない。

(1) むね上げ導体の材料は、３．１．３（４）の規定による。

(2) むね上げ導体は、むね、パラペット、屋根その他雷撃を受けやすい部分の上に設置し、

陸屋根に設置する場合は外周に沿ってループ状とする。

(3) むね上げ導体は、避雷導線によって接地極に接続する。

(4) むね上げ導体は、陸屋根に施設された手すり、フェンスなどの金属体で、直径１２㎜以

上の鋼棒又はこれと同等以上の強度及び性能のものをもって代えてもよい。ただし、金属

体相互間は電気的に完全に接続しなければならない。

(5) むね上げ導体の保護角は、６０度以下とする。

(6) 保護範囲に入らない屋根の部分に対するむね上げ導体は、非保護範囲部分の各点からむ

ね上げ導体までの水平距離が１０㎜以下となるように設けた場合は、屋根全体が保護され

るものとする。

(7) むね上げ導体の可燃物との距離は、０．３ｍ以上とする。

(8) むね上げ導体はこれを避雷導線とみて、３．１．３（１２）、（１３）及び（１４）の規

定を準用する。

3.1.3 避雷導線 避雷導線は、次の規定に適合しなければならない。

(1) 引下げ導線の数は、次の規定によって定める。

ａ 一つの被保護物について２条以上とすること。ただし、被保護物の水平投影面積が５

０㎡以下のものについては１条でよい。

ｂ 被保護物の外周に沿って測った引下げ導線の間隔は、原則として５０ｍを超えてはな

らない。この場合において外周長の算定に当たって被保護物の水平投影に内角部、又は

おう部がある場合の測線は、次のように定める。（計算例は付図による。）
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（a） 突角と突角との距離が５０ｍ以内の場合は、その端を結ぶ線とする。

（b） 突角と突角との距離が５０ｍを超える場合の測線は、外周長が最短になるように、

かつ、その外壁に沿わない部分の長さが５０ｍを超えないように定める。

(2) 引下げ導線は被保護物の外周にほぼ均等に、かつ､きるだけ突角部に近く配置すべきもの

とする。

(3) 受雷部が以上ある場合は、むね､パラペット又は屋根上などに設置した避雷導線によって

連接するか、又はループ状に接続する。

(4) 避雷導線の材料は、次の規定に適合する銅又はアルミニウムの単線、より線､平角線若

しくは管とする。

ａ 断面積は、銅を使用したものでは３０㎜以上､アルミニウムを使用したものでは５０

㎜以上とすること。

ｂ 規格は、表２による。

(5) 避雷導線に継目を作る場合は、３．１．５の規定による。

(6) 避雷導線は、銅、黄銅、又はアルミニウムの止め金具を使用して､適当な間隔で堅固に

被保護物に取り付ける。

表 ２

材 料 規 格 要 件

ＪＩＳＣ３１０１（電気用硬銅線）又は
銅 ―

ＪＩＳＣ３１０２（電気用軟銅線）
単 線

ＪＩＳＣ３１０８（電気用硬アルミニウ
アルミニウム ム線） ―

又は電気用アルミニウム線

銅 ＪＩＳＣ３１０５（硬銅より線）又は軟
銅より線 ―

より線
ＪＩＳＣ３１０９（硬アルミニウムより

アルミニウム 線） ―
又は軟アルミニウムより線

銅 ＪＩＳＣ３１０４（平角銅線）又は
ＪＩＳＣ３１４０（銅ブスバー） ―

平角線 アルミニウム ＪＩＳＨ４０００（アルミニウム及びア 厚さ２，０㎜以上のもの
ルミニウム合金の板及び条）

ＪＩＳＨ３３００（銅及び銅合金継目無 厚さ０，８㎜以上のもの
銅 管）のＣ１１００Ｔ又は１１００ＴＳ

アルミニウム線相当の等価導電率の
管 アルミニウム 表１に示すアルミニウム材を用いた管 断面積のもので厚さ２．０㎜以上のもの

銅覆銅線及びその 銅線相当の等価導電率の断面積のも
― ―

より線 の

アルミニウム覆銅 アルミニウム線相当の等価導電率の
― ―

線及びそのより線 断面積のもので厚さ２．０㎜以上のもの

銅心アルミニウム
― ＪＩＳＣ３１１０（銅心アルミニウムよ ―

より線 り線）

銅覆アルミニウム アルミニウム線相当の等価導電率の
― ―

線及びそのより線 断面積のもので厚さ２．０㎜以上のもの
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(7) 引下げ導線は、被保護物の外側に沿って引き下ろす。

(8) 引下げ導線は、長さが最も短くなるように引き下ろす。ただし、やむを得ない場合は、直

角（コの字形）に曲げて引き下ろしてもよいが､コの字形に曲げる場合は､コの字形に曲げる

部分の全長はその開口端の長さ（長さが最も短くなるように引き下ろした場合の長さ）の１

０倍を超えてはならない。

（9） 引下げ導線が地上から地中に入る部分は､木若しくは竹製のとい､陶管（コンクリート管、

石綿セメント管を含む｡)硬質ビニル管又は非磁性金属管内を通じて､地上２.５ｍ以上のとこ

ろから地下０．３ｍ以上のところまでを機械的に保護する。

なお、非磁性金属管を使用する場合はその両端を引下げ導線に接続する。

（10） アルミニウム導線及び銅覆アルミニウム導線は、地中に埋設してはならない。

（11） 引下げ導線と接地極との接続は、３．１．５の規定によって行い、接続部に防食処理を施

す。

（12） 避雷導線は、電燈線、電話線又はガス管から１．５ｍ以上離す。

（13） 避雷導線から距離１．５ｍ以内に接近する電線管、雨どい、鉄管、鉄はしごなどの金属体

は接地する。

（14） 避雷導線と電燈線、電話線、ガス管又は電線管､ 雨どい、鉄管、鉄はしごなどの金属体と

の間に静電的しゃへい物、例えば鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の壁、接

地された金属又は金属網などがある場合は、（12）又は（13）の規定は適用しない。

（15） (9）又は（13）の規定による接地に用いる導線その他雷電電流の主流を通じることを目的

としない導線には、断面積１４㎜の銅線、断面積２２㎜のアルミニウム線又はこれと同等以

上の導電性のあるものを使用する。

（16） 存続期間が１年以内の仮設被保護物に使用する避雷導線の材料は、断面積６０㎜以上の溶

融亜鉛めっき鉄より線でもよい。

3.1.4 接地極接地極は、次の規定に適合しなければならない。

(1) 接地極は、各引下げ導線に１個以上接続する。

(2) 接地極は、長さ１．５ｍ以上、外径１２ｍｍ以上の溶融亜鉛めっき鋼棒、銅覆鋼棒、銅棒、

溶融亜鉛めっき配管用炭素鋼鋼管（厚さ２ｍｍ以上）､ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４､厚さ

１㎜以上）、又は、面積が片面０.３５㎡以上の溶融亜鉛めっき鋼板（厚さ２ｍｍ以上)､銅板

（厚さ１.４㎜以上）若しくはこれらと同等以上の接地効果のある金属体を使用する。ただし、

アルミニウムその他これに類する腐食しやすいものは使用してはならない。

(3) 接地線は、地下０．５ｍ以上の深さに埋設すること。

(4) 避雷設備の総合接地抵抗は、１０Ω以下とすること。

(5) 各引下げ導線の単独接地抵抗は、５０Ω以下とすること。

(6) １条の引下げ導線に２個以上の接地極を並列に接続する場合は、その間隔は原則として２

ｍ以上とし、地下０．５ｍ以上の深さのところで断面積２２ｍｍ以上の裸銅線で連続接続す

る。ただし、連続銅線が著しい機械的衝撃を受けるおそれがないように施設した場合は、地

下０．５ｍ以上としなくてもよい。

(7) 特に大地の抵抗率が高い山地、砂地などにおいて接地抵抗を（4）及び（5）の規定による

値に保つことができない場合は、引下げ導線１条ごとに長さ５ｍ以上で避雷導線同等以上の

断面積のある銅線４条以上を埋設地線として被保護物から放射状に地下０．５ｍ以上の深さ
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に設ける。更に被保護物の外周に沿って同じ深さに埋設した環状埋設地線によってそれらを

並列に接続して、接地極に代える。

(8) 接地極又は埋設地線は、ガス管からなるべく１．５ｍ以上離す。

3.1.5 接 続 受雷部と避雷導線、避雷導線相互間及び避雷導線と接地極の接続は、次の規定に

適合しなければならない。

(1) 接続部の電気抵抗は、接続される導体のうち抵抗の高い方の導体自身の接続部と同じ長さ

の抵抗により高くなってはならない。

(2) 接続部の引張強さは、接続される導体のうち弱い方の導体の引張強さの８０％以上とする。

(3) 異種金属相互を接続する場合は、接続部分に電気的腐食が生じないようにする。

3.2 鉄骨造・鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造の被保護物に対する避雷設備

避雷設備は、３.１の規定によるほか、次の規定による。

(1) 柱及びはり（小屋組及びけたを含む｡)鉄骨造の被保護物又は金属板で覆われた被保護物に

おいては、次の規定により施工してよい。

ア 受雷部は、鉄骨又は被保護物を覆う金属板をもって代えてもよい。ただし、金属板の厚

さは、鉄板又は銅板では１．０㎜以上、アルミ二ウム板では２．０㎜以上なければならな

い。この場合、金属板相互をよく接続する。

なお、鉄骨造の被保護物の屋根又は小屋組に金属以外の材料を使用したものを除く。

イ 避雷導線は、鉄骨又は被保護物を覆う金属板をもって代えてもよい。この場合、鉄骨又

は被保護物を覆う金属板は､断面積３０㎜２以上の銅線で２箇所以上の接地極に接続する。

ウ 接地極は被保護物の基礎の接地抵抗が５以下ならば省略してもよい。ただし、その接地

抵抗の実測が困難な場合は、基礎が埋設される部分の大地の抵抗率と建築物の地下埋設部

分の表面積とから、附属書によって接地極省略を判定してもよい。

（2） 柱及びはり（小屋組及びけたを含む｡)が鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート

造の被保護物においては、次の規定により施工してもよい。この場合、被保護物の基礎の

接地抵抗と接地極の接地抵抗の合成値は、５Ω以下にしなければならない。

なお、この接地抵抗の測定については、（1）ウのただし書きを準用する。

ア 鉄骨鉄筋コンクリート造の場合は鉄骨、鉄筋コンクリート造の場合は２条以上の主鉄筋

をもって引下げ導線に代えてもよい

イ アの規定により施工する場合は､接地極は断面積３０㎜２銅線又はこれと同等以上の銅線

によって２箇所以上鉄骨又は鉄筋に接続する。

ウ 接地極は、被保護物の基礎の接地抵抗が５Ω以下ならば、省略してもよい。

なお、この接地極の省略については、（1）ウのただし書きを準用する。

(3) 主要構造部が鉄骨造鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物において、

次の規定によって金属製の水道給水管又は水道配水管を接地極の一つに代えてもよい。ただ

し、この場合は、水道事業管理者の承認を得なければならない。

ア 水道給水管又は水道配水管の接地抵抗は、２Ω以下でなければならない。この場合、他

の引下げ導線の単独接地抵抗は３０Ω以下とし、上水道を含まない接地抵抗は２０Ω以下

とする。

イ 引下げ導線は容易に人に触れない地中において、水道配水管から５ｍ以内でなるべく接

近した水道給水管の部分に接続する。
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ウ 引下げ導線と水道給水管又は水道配水管の接続には、電気的又は科学的腐食を生じない

堅ろうな接続器を使用し、接続部の電気抵抗は０．０１Ω以下としなければならない。

3.3 木造の被保護物に対する避雷設備 主要構造部が木造の被保護物に対する避雷設備は、３.

１〔3.1.2（6）及び 3.1.3（1）アのただし書きを除く｡〕の規定によるほか、次の規定に適合

しなければならない。

(1) 金属体の厚さが０．３㎜以上で、金属体相互が電気的によく接続され、かつ受雷部と金属

体との電気的接続点が２箇所以上あるときは、それら金属体を避雷導線の一部として使用し

てもよい。

(2) 屋根が不燃材料で構成される場合には、避雷導線を直接屋根に沿わせて取り付けてもよい｡

(3) 屋根が不燃材料以外のもので構成される場合には、避雷導線と屋根との間に不燃物をそう

入するか、又は屋根と避雷導線との間隔を０．３㎜以下としなければならない。

(4) 引下げ導線をやむを得ず屋内に引き下ろす場合は、合成樹脂管その他の電気絶縁管の中に

入れなければならない。

3.4 独立避雷針、独立架空地線又はケージによる方法 独立避雷針、独立架空地線又はケージに

よる方法は、3.1の規定によるほか、それぞれ次の規定に適合しなければならない。

3.4.1 被保護物に受雷部を直接設置しない場合は、次の規定による独立避雷針によって保護し

てもよい。

(1) 独立避雷針の保護角は、６０度以下とする。

(2) 独立避雷針に支線を設ける場合は、これを避雷導線とみて、 3.1.3（12）、（13）及び

（14）の規定を準用する。

また、支線は支持点において引下げ導線に接続する。

3.4.2 被保護物に受雷部を直接設置せず、次の規定による独立架空線によって保護してもよい。

(1) 独立架空地線の保護角は、６０度以下とする。

(2) 独立架空地線の材料は、 3.1.3（4）の規定による。

(3) 独立架空地線の接地極は、 3.1.4の規定による。ただし、各引下げ導線の単独接地抵抗は

１０Ω以下とする。

（4） 独立架空地線と被保護物との間隔は、２ｍ以上とする。

3.4.3 次の規定に適合するケージを設ける場合は、突針及び避雷導線を設けないでもよい。

(1) ケージを使用する導線は、3.1.3（4）の規定による。

(2) ケージは網目を２ｍ以下とし、原則として3.1.4の規定による接地極へ接続する。

(3) ケージの網目の間に存在する金属導体は、すべてケージ用導線と接続しなければならない。

3.5 火薬・可燃性液体・可燃性ガスなどの危険物の貯蔵又は取扱いの用途に供する被保護物に設

置する避雷設備の構造 避雷設備の構造は３.１〔3.1.2（6）及び 3.1.3（1）アのただし書

きを除く。〕及び 3.4の規定によるほか、次の規定に適合しなければならない。

(1) 避雷設備は、可燃性ガスが発散するおそれがあるバルブ、ケージ、排気孔などから１．５

ｍ以上離す。ただし、やむをえず距離が１．５ｍ未満となる場合には、可燃性ガスが発散す

る部分を銅又は黄銅などの耐食性のある金属で作った網目の開きが０．４２㎜以下の金網１

枚で覆うなど、引火防止上有効な構造とすること。

(2) 金属製の油そうなどにおいては、金属相互間を電気的に接続し、また、すべての管、パイ

プなどを油そうなどに電気的に接続して通電により火花を出さない構造とする。



資1- 16

(3) 金属製の油そうなどの接地極の材料は、油そうなどに腐食の影響を与えないものを用いな

ければならない。

(4) 受雷部の保護角は、４５度以下とする。

（5）(2)の規定に適合し、厚さ３．２㎜以上の金属板で構成され、かつ密閉されている油そうな

どについては、3..2（1）の規定によることができる。

（6） 独立避雷針を設ける場合は被保護物からの水平距離を２．５ｍ以上とし、被保護物が金属

製又は鉄骨造の場合、独立避雷針の接地抵抗が１０Ω以上のときは被保護物に接続する。こ

の場合3.1.4（7）の規定は適用しない。

（7） ２基以上の独立避雷針を設ける場合は、内側（平面的にみて避雷針を結ぶ中心線に対して

両側３０度の範囲）の保護角を６０度以下としてもよい。

（8） 独立架空地線を設ける場合は、２条以上の独立架空地線ではさまれた部分の保護角は６０

度以下としてもよい。

また、独立架空地線と被保護物との間隔は、３ｍ以上とし、引下げ導線と被保護物との水

平距離は２．５ｍ以上とする。

（9） ケージを設ける場合の網目を１．５ｍ以下とする。

４ 検査及び保守

4.1 避雷設備の工事がしゅん工したときは検査を行って、この規格の規定に適合していること

を確かめなければならない。

なお、接地極として水道吸水管又は水道配水管を使用した場合は、しゅん工検査に水道事

業管理者の立会いを要求する。

4.2 避雷設備は年１回以上次の検査を行って、この規格の規定に適合していることを確かめな

ければならない。もし規格に適合しない場合は、補修を行って適合させなければならない。

ただし､3.2により接地極を省略したものについては、(1)の測定を行わなくてもよい。

(1) 接地抵抗の測定

(2) 地上各接続部の検査

(3) 地上における断線・溶融その他の損傷箇所の有無の点検

4.3 検査の結果は記録して、３年間保存しなければならない。
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付 図 外周長の測定方法

外周長＝A,B,C,D,E,A 外周長＝A,B,C,D,E,F,A 外周長＝A,B,C,D,E,F,G,A

を結んだ長さ を結んだ長さ を結んだ長さ

外周長＝A,B,C,D,E,F,G,H,A 外周長＝A,B,C,D,E,F,G,A 外周長＝A,B,C,D,E,F,G,H,I,A

を結んだ長さ を結んだ長さ を結んだ長さ

外周長＝A,B,C,D,E,F,G,H, 外周長＝A,B,C,D,E,F,G,H, 外周長＝A,B,C,D,E,A

I,J,Aを結んだ長さ I,Aを結んだ長さ を結んだ長さ

 ＞50mの場合  ＜50mの場合

外周長＝A,B,C,D,E,F,G,H,I,J,K,A 外周長＝A,B,C,D,A

を結んだ長さ を結んだ長さ
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付属書 接地極省略の判定方法

接地極省略可否の判定は、1. 及び2.により大地抵抗率：ｐ（Ω・ｍ）、建築物地下分の延べ表面

積：Ａ（㎡）を求め附属書付図１において、ｐとＡの交点が省略可の領域にあれば、接地極を省略

できる。

１．大地抵抗率の測定 大地抵抗率は、掘削前又は掘削後の地表面で建築面積５０×５０（㎡）に

つき１点を次のいずれかにより求め、その算術平均とする。

(1) 大地抵抗率測定器（ｗｅｎｎｅｒの４電極法によるもの）を用い、附属書図１のように電極

を配し、測定する。

附属書図１

(2) 長さ、１．５ｍ、直径１４㎜の接地棒を打ち込み、補助電極を附属書図２のように配し、Ｊ

ＩＳＣ１３０４（接地抵抗計）に定める接地抵抗計を用い、接地抵抗を測定し、附属図書２よ

りｐを読みとる。

附属書図２

(3) 直径ｄ（ｍ）の接地棒を深さ （ｍ）まで打ち込んで、附属書図２のように接地抵抗を測

定 し、その接地抵抗をＲ（ ）とすれば次式から大地抵抗率ｐを求める。

２π R
ρ＝

４ 
 ｎ

ｄ

２．建築物地下部分の延べ表面積の算定 建築物が大地と接触している部分の全表面積を算定する。

ただし、基礎ぐい（附属図書３参照）等の表面積は除く。

附属書図３
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附属書付図１ 接地極省略判定曲線

附属書付図２ 大地抵抗率推定曲線（長さ１．５ｍ、１４㎜の接地棒使用）
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水道用鋼管アスファルト塗覆装方法 JIS G3491

Asphalt protecitve coating for steel water pipe

１． 適用範囲 この規格は、水道用鋼管（以下、管という｡)にアスファルト又はアスファルトエナ

メル（以下、特に必要な場合を除きアスファルトという｡)を用いて塗装及び塗覆装する方法につ

いて規定する。ただし、布設現場継手の内面塗装は、呼び径８００Ａ以上の管に適用する。

２． 塗 料 塗料は、管の塗装及び塗覆装に用いるもので、アスファルトプライマー及びアスフ

ァルトからなり、乾燥後は衛生上無害であり、水質に悪影響を与えるものであってはならない。

2.1 アスファルトプライマー アスファルトプライマー（以下、プライマーという）は、次に

塗装されるアスファルトと管との密着をよくするために使用するもので、次の各項に適合す

るものでなければならない。

2.1.1 組 成 プライマーは、ブローンアスファルト（針入度２０～４０）と精製した石油系

溶剤又はタール系溶剤からなり、ベンゾールその他の有毒物を含んでいてはならない。

ただし、プライマーの性能を向上させるために、他の適当なものを添加してもよい。

また、上記以外のプライマー（速乾性プライマーを含む｡)を使用する場合は、その原

料及び性状を明示して注文者の承認を受けなければならない。

注 (1) ブローンアスファルトとは、ＪＩＳＫ２２０７（石油アスファルト）のブローンア

スファルトをいう。

(2) 注文者とは、塗装及び塗覆装した鋼管の発注者並びに鋼管の塗装及び塗覆装工事の

発注者をいう。

2.1.2 作業性 プライマーは、はけ塗り又はスプレー塗りにより、均一に塗り得るものでな

ければならない。

2.1.3 加熱残分 プライマーの加熱残分は、４０％以上でなければならない。

2.1.4 乾燥時間 プライマーの指触乾燥時間は、３時間以内でなければならない

2.2 アスファルト アスファルトは、管の防食被覆の重要な素材で、次の各項に適合するもの

でなければならない。

2.2.1 組 成 アスファルトは、石油系ブローンアスファルト又はこれに不活性鉱物質微細

分を添加したアスファルトエナメルとする。ただし、塗料の性能を向上させるため

に他の適当なものを添加してもよい。

注 (3) 不活性鉱物質微細分の粒度は、ＪＩＳ Ｚ８８０１（標準ふるい）の７４µｍふ

るい通過率９０％ 以上とする。

2.2.2 品 質 アスファルトは、表１及び表２に示す項目について試験を行い、その成績が

同表の規定に適合するものとする。
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表１ ブローンアスファルトの品質

呼称針入度 １０～２０ ２０～３０ ３０～４０

試験対象

試験項目及び試験方法 最小 最大 最小 最大 最 小 最 大

軟化点（ＪＩＳＫ２５３１）℃ ９０ ― ８０ ― ６５ ―

０℃・２００ｇ・６０Ｓ ７ ― １０ ― １４ ―

針入度（ＪＩＳＫ

２５３０） ２５℃・１００ｇ・５５ １０ ２０ ２０ ３０ ３０ ４０

４６℃・１００ｇ・５５ ― ４５ ― ７０ ― ９５

プ ４０℃・２４ｈ ｍｍ ― ― ― ― ― ３．０
ラ
イ 高温垂下試験 ５０℃・２４ｈ ｍｍ ― ― ― ２．０ ― ―

マ

｜ ６０℃・２４ｈ ｍｍ ― ２．０ ― ― ― ―

と

ブ 低温きれつ試験 －２０℃・６ｈ な し ― ―

ロ （きれつ及びは

｜ く離の有無） －３０℃・６ｈ ― な し な し

ン

ア きれつ発生までのたわみ ｍｍ ２０ ３８ ３８

ス 曲げ試験

フ ３８ｍｍたわんだときのはく離面積

ァ ‡ ― ２０ ― ０ ― ０

ル

ト 衝撃試験 直接衝撃によるはく離面積 ‡ ― ６５ ― ０ ― ０

を （２５℃ ６５０

塗 ｇ ２．４ｍ） 間接衝撃によるはく離面積 ‡ ― １５ ― ０ ― ０

装

し

た 第１種試験 はげない はげない はげない

試 皮はぎ試験

験

片 第２種試験 はげない はげない はげない

備考 皮はぎ試験の第１種試験及び第２種試験 、次のとおりとする。
第１種試験：アスファルト塗装後いったん室温とし、その後所定の試験温度（表１１）

に調整して行う試験。

第２種試験：アスファルト塗装後後所定の試験温度（表１２）に７２時間加熱したのち、
第１種試験と同様に行う試験。

ブ
ロ
ー
ン
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
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表２ アスファルトエナメルの品質

呼称針入度 １０～２０ ２０～３０ ３０～４０

試験対象

試験項目及び試験方法 最小 最大 最小 最大 最 小 最 大

ｱ
ｽ 軟化点（ＪＩＳＫ２５３１）℃ ９５ ― ８０ ― ７０ ―

ﾌ
ｧ
ﾙ ０℃・２００ｇ・６０ １０ ２０ ２０ ３０ ３０ ４０

ﾄ 針入度（ＪＩＳＫ

ｴ ２５３０） ２５℃・１００ｇ・５ ― ５０ ― ７０ ― ９０

ﾅ
ﾒ ４６℃・１００ｇ・５ １．１０ ４５ ― ７０ ― ９５

ﾙ

プ ４０℃・２４ｈ ｍｍ １０ ― ― ― ― ３．０

ラ

イ 高温垂下試験 ５０℃・２４ｈ ｍｍ ― ― ― ２．０ ― ―

マ

｜ ６０℃・２４ｈ ｍｍ ― ２．０ ― ― ― ―

と

ア 低温きれつ試験 －２０℃・６ｈ な し ― ―

ス （きれつ及びは

フ く離の有無） －３０℃・６ｈ ― な し な し

ァ

ル きれつ発生までのたわみ ｍｍ １５ ― ３８ ― ３８ ―

ト 曲げ試験

エ ３８ｍｍたわんだときのはく離

ナ 面積 ‡ ― ２０ ― ０ ― ０

メ

ル 衝撃試験 直接衝撃によるはく離面積 ― ５０ ― ０ ― ０

と （２５℃ ６５０

を ｇ ２．４ｍ） 間接衝撃によるはく離面積 ― １５ ― ０ ― ０

塗

装

し 第１種試験 はげない はげない はげない

た 皮はぎ試験

試

験 第２種試験 はげない はげない はげない

方

備考 皮はぎ試験の第１種試験及び第２種試験は、表１の備考と同様に行う。

２.３ 表 示 塗料は、その容器に会社名、商品名、製造年月日、ロット番号などを明示したも

のでなければならない。ただし、容器に表示できない場合は、注文者の承認を得てその一部

を省略することができる。

３．覆装材 覆装材は、アスファルト塗膜を保護又は塗膜の機械的強度を補強するもので、通常、

ヘンシャロンクス、耐熱用ビニルクロス、ガラスクロス又はガラスマットを使用する。
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３.１ ヘッシャンクロス ヘッシャンクロスは、ＪＩＳ L３４０５（ヘッシャンクロス）の７号

及び９号とする。

３.２ 耐熱用ビニロンクロス 耐熱用ビニロンクロスは、防食用として作られた耐熱性の織布で、

適当にのり付けされたものであり、塗料がよく付着し、実用上有害な織りむら、ふし、折り

目、ほつれなどがなく、表３に示す品質を有するものとする。

表３ 耐熱用ビニロンクロスの品質

組 織 平 織

厚 さ ｍｍ ０．５±０．１

用 糸 ２０番２糸又は１０番単糸

密度（縦・横とも） 本／㎝ ７±１

縦 4 ０以上

｛３９２以下｝

室 温

引張強さ 横 35以上

㎏ｆ｛Ｎ｝／５０ｍｍ幅 ｛３43以下｝

加熱処理後 縦 35以上

｛343以下｝

（２２０℃・３

分） 横 3２以上

｛３14以下｝

加熱処理後 縦 5以下

収 縮 率

（％） （２２０℃・３ 横 5以下

分）

備 考 １．用糸の番手は、重さ０．４５３６㎏あたりのハンク数（１ハンク＝768.1ｍ）で表す

（綿番手）。この場合の重さとは、公定水分（５．０％）を含むものの重さをいう。

＋１５
２．幅は普通１６０㎜又は２８０㎜とし、許容差は ０㎜とする。

３．１巻の長さは、普通４００ｍとする。

４．この規格の中で｛ ｝を付けて示してある単位及び数値は､国際単位系（ＳＩ）による

ものであって、参考として併記したものである。

３.１ ガラスクロス ガラスクロスは防食用として作られたもので、厚さが均一で、柔軟性・耐

久性に富み、実用上有害な織りむら・ふし・折り目がなく､表４に示す品質を有するも

のとする
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表４ ガラスクロスの品質

種 類 無アルカリ 含アルカリ

アルカリ含有率 ％ ０．８以下 １５以下

組織 平 織

厚さ ㎜ ０．１３±０．０２ ０．２２±０．０３ ０．１５±０．０２ ０．２７±０．０３

用糸の番手

（縦糸・横糸とも） ６３±７ １３６±１４ ７０±６ １４０±１０

単繊維の直径 µｍ ９±１．８又は１２±１．８

密度（縦・横とも）

本／㎝ ７以上

引張強さ（縦・横とも） ２０以上 ４０以上 ２０以上 ４０以上

㎏ｆ｛Ｎ｝１５ｍｍ幅 ｛１９６｝以上 ｛３９２｝以上 ｛１９６｝以上 ｛３９２｝以上

備 考 １．用糸の番手は、ＪＩＳ Ｒ３４１３（ガラス糸）の２.６による番手（長さ1000ｍの糸

のグラム数）で表す。

＋１５
２．幅は、普通１６０㎜、２８０㎜及び３３０㎜の３種類とし、許容差は ０㎜とする。

３．１巻の長さは、普通９０ｍ又は４２０ｍとする。

３.４ ガラスマット ガラスマットは、ガラス短繊維を熱硬化性樹脂で結合した、たわみ性を有

する均質多孔状のもので、巻き付けの際に形がくずれたり､溶融アスファルトに接した

ときにあわ立ちを生じたりしないもので、表５の品質を有するものとする。

表５ ガラスマットの品質

厚 さ ｍｍ ０．２５～０．６０

有機物付着率 １７±５

引張強さ 縦方向 ２.０以上
｛１９.６｝以上

㎏ｆ｛Ｎ｝／15ｍｍ幅
横方向 １．０以上

｛９.８1｝以上

補強糸密度 本／㎝ 約 １

＋５
備 考 １．幅は、普通１３５㎜、１６０㎜及び２４５㎜の３種類とし、許容差は ０㎜とする。

２．１巻の長さは、普通２５０ｍ又は３００ｍとする。

４．工場における塗装及び塗覆装方法

４.１ 塗装前の処理

４.１.１ プラストを行う前の処理

(1) 内面溶接のビード部分の塗装に有害な突部は、ブラストを行う前にサンダー又はグ
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ラインダなどでなるべく平滑に仕上げる。

(2) 付着した油分は、ソルベントナフサ又はその他の適当な溶剤で、布などを用いて完

全に除去する。ソルベントナフサは、ＪＩＳ Ｋ２４３３（ソルベントナフサ）の１．

２(1)に適合するものとする。

４.１.２ 鋼面の清掃 鋼面に付着しているミルスケール、さびその他の異物は、プラスト法

によって除去する。

なお、注文者の承認を得た場合には、化学的処理法その他適当な方法によって除去

しても差し支えない。酸洗い法による場合には、鋼面に残存する酸分を水洗除去した

のち、すみやかに乾燥させる。また、プラストに圧縮空気を使用する場合には、圧縮

空気中の油分や水分などを空気清浄器で除去しなければならせない。

４.１.３ 鋼面の清掃後の処理 鋼面清掃を行った管は、プライマーを塗るまでにさびたり、

ほこりや油分などの異物が付着したりしないようにしなければならない。

もし、さびが発生しその程度が軽微ならば、サンダー又はワイヤブラシにより、は

なはだしければ再びブラスト法になどによってさびを除去する。

なお、付着したほこりは真空掃除機を用いるか、又はその他の方法によって除去す

る。

４.１.４ 管の乾燥 プライマー塗装時、鋼面に湿気のある場合は、適当な方法により管を乾

燥してからプライマーを塗装する。

４.２ プライマーの塗装

４.２.１ 塗 装 プライマーは、開かん後よくかくはんしてから小容器に移して、すみや

かに塗装する。

塗装は、はけ塗り又はスプレー塗りのいずれでもよいが、鋼面を清掃乾燥後ただち

に行う。その際、適正量を均一に塗装するものとし、塗り過ぎ・たれ・塗しあっては

ならない。

４.２.２ 塗装量 塗装量は、７０～１１０ｇ／㎡とする。

４.２.３ 塗装間隔 プライマー塗装後、アスファルト塗装までの間隔は、室温で約４時間以

上とする。ただし、速乾性プライマーを使用する場合は、塗料製造業者の指示する時

間による。

なお、プライマー塗装後５日を超えたときは、プライマーを再塗装しなければなら

ない。この場合の塗装量は、最初の半量とする。

４.２.４ 塗装面の保護 プライマー塗装後は、雨、水滴、ほこりその他の異物が付かないよ

うに、塗装面を保護しなければならない。

４.３ アスファルトの溶融

４.３.１ 溶融装置 アスファルトの溶融装置は、温度が均等に上昇し、かつ、清掃しやすい

構造とし、自記温度計を備えたものでなければならない。

４.３.２ 溶 融

(1) アスファルトは、均一に加熱溶融し、できるだけすみやかに塗装温度（170～230℃）

に到達させる。

(2) アスファルトの加熱中に適当にかくはんし、その品質を十分に管理しなければならな

い。
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なお、溶融中の最高許容温度は、２５０℃とする。

４.３.３ アスファルトの再使用 溶融して残ったアスファルト又は一度塗装してはぎとった

アスファルトを再使用する場合には、その性状及び新しいアスファルトとの混合物に

ついて試験を行い、品質に異常のないことを確認しなければならない。

４.３.４ 溶融そうの清掃 溶融そうは必要に応じ、からにして清掃し、そのときの内容物は、

全部廃棄しなければならない。

４.４ プライマーを塗装した管の乾燥 アスファルト塗装時、プライマー塗装塗装面に湿気のあ

るときは、プライマーに有害でない方法で乾燥し、ただちにアスファルトを塗装する。

４.５ 管内面のアスファルト塗装

４.５.１ 直管の遠心塗装 直管の内面は、次の要領で遠心力によって塗装する。

(1) 塗装温度は１７０～２３０℃を標準とする。

(2) 管をゴム輪車又は鋼輪車上で、適当な方法により回転しながらトラフ式又はフィード

ライン式で、管内面に溶融アスファルトを注加し、アスファルトが固化するまで回転を

続ける。

(3) (2)の注加方式を採用できない場合は、あらかじめ管の内面に溶融アスファルトを注加

したのち、管を回転してもよい。

(4) 塗膜は、管によく密着し、実用上平滑で、有害なふくれ、へこみ、しわ、たれ、突部、

異物の混入などがなく、塗り残し及びピンホールがないようにしなければらない。

４.５.２ 異形管の塗装 遠心塗装を行いうる場合は、４.５.１による。遠心塗装ができない

異形管の塗装は、次の要領で手塗りによって行う。

(1) 塗装温度は、原則として１７０～２３０℃とする。

(2) アスファルトは、均一な厚さになるように管の内面に手早く塗装する。その後、ただ

ちに表面を加熱しながら平滑になるように入念に仕上げる。

(3) 塗装用具は、はけ、こて、へらなどを用いる。

(4) 塗装作業は、できるだけ下向きで行うものとし、少量のアスファルトを流し塗りし、

こて又はへらで塗り広げ、所定の厚さになるべく平滑に仕上げる。

横向き又は上向きの塗装作業を必要とするときは、はけ塗りを少なくとも２回行い、

１塗りごとに塗膜を重ね合わせるようにする。

(5) アスファルトのたれやひまつが付かないように、プライマー塗装面を適当な方法で保

護しなければならない。もし、アスファルトのたれやひまつが付いたときは、アスファ

ルトを塗装する前にプライマーをそこなわないように、注意深くかきとっておくものと

する。

(6) アスファルト溶融そうから、手塗り用容器にアスファルトを移すにはひしゃくを用い

るか、溶融そうに付けた注ぎ口から移すものとし、溶融アスファルト中に容器を直接入

れてくみ取ってはならない。

(7) 塗膜は、管によく密着し、４.５.１ (4)に示す欠陥がないようにしなければならない。

４.５.３ 塗膜の厚さ及び許容差 塗装の厚さ及び許容差は、表６のとおりとする。
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表６ 管内面塗膜の厚さ及び許容差

単位ｍｍ

種 別 厚 さ 許 容 差

直 管 ２．５ ＋２．０

－０．５

異 形 管 ２．５ ＋３．５

－０．５

４.５.４ 小口径管の浸せき塗装 ４.５.１及び４.５.２によることができない小口径管は、

清掃を終わった管にプライマー塗装をしないで、溶融アスファルトの温度に近い温度に管

全体を加熱炉で均等に加熱したのち、溶融ブローンアスファルト塗装を行い、大気中で固

化させる。この場合の塗膜の厚さは、約１.５㎜とする。

４.６ 管外面の塗覆装

４.６.１ 塗覆装の方式及び厚さ 塗覆装の方式及びその厚さは表７のとおりとし、その方式

と覆装材の種類は注文者が指示するものとする。

表７ 管外面塗覆装の方式及び厚さ

種別 塗覆装方式 最小厚さｍｍ

ﾌﾟﾗｲﾏｰ塗装 一重巻の場合 ３．０
１回塗１回巻 第１回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装 一重巻の場合 ３．５

第１回覆装（一重巻又は二重巻）

ﾌﾟﾗｲﾏｰ塗装 一重巻の場合 ４．０
直 第１回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装 二重巻の場合 ４．５

１回塗２回巻 第１回覆装（一重巻）
第２回覆装（一重巻又は二重巻）

管
ﾌﾟﾗｲﾏｰ塗装 一重巻の場合 ５．５
第１回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装 一重巻の場合 ６．０

２回塗２回巻 第１回覆装（一重巻）
第２回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装
第２回覆装（一重巻又は二重巻）

ﾌﾟﾗｲﾏｰ塗装
２回塗１回巻 第１回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装 一重巻の場合 ４．５

異 第１回覆装（一重巻又は二重巻） 二重巻の場合 ５．０
第２回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装

形
ﾌﾟﾗｲﾏｰ塗装 一重巻の場合 ７．０

管 第１回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装 二重巻の場合 ７．５
３回塗２回巻 第１回覆装（一重巻）

第２回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装
第２回覆装（一重巻又は二重巻）
第３回ｱｽﾌｧﾙﾄ塗装

備 考 １．表中の最小厚さは、覆装材として、耐熱用ビニロンクロス､ガラスクロス、又はガラ

スマットを使用したときの値である。

なお、ヘッシャンクロスを使用したときの最小厚さは、一重巻の場合０.５㎜を、二

重巻の場合１.０㎜をそれぞれ加算するものとする。

２．一重巻とは、覆装材の被覆層が少なくとも一重になるような巻き方をいい､二重巻と

は、被覆層が少なくとも二重にとなるような巻き方をいう。

３．直管塗覆装の厚さには、アスファルト仕上げの厚さは含まない。

なお、直管の塗覆装膜の表面には、厚さ約０.５㎜のアスファルトを塗って、覆装材
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の布目が見えないように仕上げるものとするが、注文者と協議のうえ､これを省略する

ことができる。

４.６.２ 直管の塗覆装

直管の塗覆装は、全体が管によく密着するように、次の要領で行う。

(1) 管の外面のアスファルト塗装は、管を回転させながら、注ぎ口が管軸に平行に移動で

きる装置で、アスファルトを注加して行う。らせん状に注加されたアスファルトと重な

り合って、連続した塗膜を得るようにしなければならない。

(2) 表７の第１回のアスファルト塗装の厚さ及び許容差は、２.５ｍｍを標準とする。

(3) 覆装材は、溶融アスファルト中を通過させてアスファルトを含浸させてかららせん状

に巻き付ける。ただし、ガラスマットを用いるときは、アスファルトを注加しながらら

せん状に巻き付けてもよい。覆装材巻き付けの際は、適当な方法で覆装表面を押さえて、

あわの除去及び表面の塗りならしを行う。

(4) 覆装材は、適度の張力を与えて整然と巻き付け、しわや縮みができないようにする。

その際、張力が過度になって覆装材がアスファルト塗膜に食い入って、管の表面に達す

るようなことがあってはならない。

(5) 覆装材をらせん状に一重巻する際の重なりは、通常、表８による。

表８ 覆装材の重なり

覆 装 材 一重巻の重なり

ヘッシャンクロス 耐熱用ビニルクロスは ２０㎜以上
ガラスクロス

ガラスマット ２０㎜以上

(6) 覆装材をらせん状に二重巻する場合の重なりは、次の式による。

１
覆装材の幅× － ＋１０㎜以上

２

４.６.３ 異形管の塗覆装

（1） 異形管の塗覆装は、管の回転ができる場合には４.６.２に準じて行う。

管を回転できない場合には、原則として､塗装材にアスファルトを含浸させてから､こ

れを管軸にほぼ直角に入念に巻き付けなければならない。

なお、覆装材を巻き付けてからアスファルトを注加してもよい。

（2） 表７の第１回アスファルト塗装の厚さ及び許容差は、２.５㎜を標準とする。

４.６.４ 浸せき塗装した管の塗覆装 浸せき塗装した管の塗覆装は、４.６.２及び４.６.３

に準じて行う。ただし、第１回アスファルト塗装の厚さは、浸せき塗装による塗膜の上

に、更に溶融アスファルトを塗装して２㎜以上としなければならない。

４.６.５ 塗覆装後の注意 塗装した管は、塗覆装を損傷しないよう取り扱わなければなら

ない。

４.７ 管端内外面の仕上げ

(1) 管が溶接で接続される場合には、管端から注文者が指定した長さのところに境界線を

入れたのち、管端の内面塗装及び外面塗覆装をはぎとるものとする。この部分のさび止

めのためのプライマー塗装については、注文者の指示による。ただし、注文者が密着検
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査を必要と認めたときは、協議によって定めた試験片を管端内面に残すものとする。

(2) 溶接継手以外の管端の仕上げは、注文者の指示によらなければならない。

５ 布設現場における溶接部の塗装及び塗覆装方法

５.１ 塗装前の処理

５.１.１ 鋼面の清掃

(1) 鋼面は、清浄かつ乾燥した状態にしなければならない。

(2) スラグ、スパッター及び溶接ビード部分の塗装に有害な突部などを､電動サンダー、電

電動グラインダー、電動ワイヤブラシその他適当な器具で取り除いて､鋼面を鋼灰色で、

かつ、なるべく平滑に仕上げる。

(3) 工場で塗装され溶接のため劣化したプライマー、鋼面に付着している油面､ほこりその

他の異物は完全に取り除かなければならない。なお､劣化プライマーの除去はワイヤブラ

シ、その他の方法により、油分の除去方法は４.１.１（2）による。付着したほこりは、

真空掃除機を用いるか、又はその他の方法によって除去する。

５.１.２ 管の乾燥 プライマー塗装時、鋼面に湿気のある場合は、赤外線ランプ、熱風装置、

その他適当な方法で鋼面を乾燥し、ただちにプライマーを塗装する。

５.２ プライマーの塗装

５.２.１ プライマー プライマーは、原則としてその管の工場塗装に使用したものと同じ製

品とする。

５.２.２ 塗 装 塗装は、４.２.１による。ただし、溶接ピード部分の塗装にあたっては、

塗りだまりを生じないよう、特に注意する。

なお、鋼面の清掃後、工場塗覆部又は塗覆装部の末端が汚れている場合には、この部分

を切り取ったのちプライマーを塗装する。

５.２.３ 塗装量 工場で塗装したプライマーに再塗装する場合は３５～５５ｇ／㎡､ 劣化

プライマーを除去した場合は７０～１１０ｇ／㎡とする。

５.２.４ 塗装間隔 塗装間隔は、４.２.３による。

５.２.５ 塗装面の保護 塗装面の保護は、４.２.４による。

５.３ アスファルトの溶融

５.３.１ アスファルトは、原則としてその管の工場塗装に使用したものと同じ製品とする。

５.３.２ 溶融装置 溶融装置は、４.３.１に準じ、特に移動に便利なものとする。

５.３.３ 溶 融 溶融は、４.３.２による。ただし、各温度における加熱許容時間は、

表９の限度を超えてはならない。

表９ 布設現場におけるアスファルトの加熱許容時間

アスファルトの温度 ℃ 加熱許容時間 ｈ

２００未満 ３６

２００以上 ２４

５.３.４ アスファルトの再使用 アスファルトの再使用は、原則として４.３.３によるが

新しいアスファルトに対する混合率３０％までは省略してもよい。

５.３.５ 溶融そうの清掃は、 ４.３.４による。

５.４ プライマーを塗装した管の乾燥 プライマーを塗装した管の乾燥は、 ４.４による。
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ただし、乾燥は赤外線ランプ、熱風装置などを用いてプライマーに有害でないように行

わなければならない。

５.５ 管内面のアスファルト塗装

５.５.１ 塗 装 塗装は、５.４.２による。ただし、布設現場塗装部と工場塗装部との継

目は、両者がよく密着するように､工場塗装部をトーチランプなどで加熱しながら､注意深

く塗膜を重ね合わせ、表面をこてで平滑に仕上げる。この際、塗膜の表面を加熱しないよ

う、特に注意する。

＋３.５
５.５.２ 塗膜の厚さ及び許容差 塗膜の厚さ及び許容差は２.５－０.５㎜とする。ただし、

溶接部の塗装は、溶接ビード部分の中心線を最高としてなだらかに仕上げる。

５.６ 管外面の塗覆装

５.６.１ 塗覆装の方式及び厚さ 塗覆装の方式及び厚さは、４.６.１による。

５.６.２ 塗覆装 塗覆装は４.６.３により、かつ、５.５.１のただし書きに準ずる。
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水道用鋼管コールタールエナメル塗覆方法 JIS G3492

C0al-Tar Enamel Pr0tective C0atings f0r SteelWaterpipe

１．適用範囲 この規格は、水道用鋼管（以下、管という。）にコールタールエナメル（以下、エナ

メルという。）を用いて塗装及び塗覆装する方法について規定する。ただし、布設現場継手の内面

塗装は、呼び径８００Ａ以上の管に適用する。

２．塗 料 塗料は、管の塗装及び塗覆膜に用いるもので､コールタールプライマー及びコールタ

ールエナメルからなり、乾燥後は衛生上無害であり､水質に悪影響を与えるものであってはならな

い。

２.１ コールタールプライマー（以下、プライマーという。）は、次に塗装されるエナメルと管と

の密着をよくするために使用するもので､次の各項に適合するものでなければならない。

備 考 プライマーは密閉して、室内に保存しなければならない。

２.１.１ 組 成 プライマーは、主としてコールタールピッチ又は膨潤炭及び精製したター

ル系溶剤からなり、ベンゾールその他の有毒物を含んではならない。ただし､プライマーの

性能を向上させるために、他の適当なものを添加してもよい。

２.１.２ 作業性 プライマーは､はけ塗り又はスプレー塗りにより均一に塗り得るものでなけ

ればならない。

２.１.３ 加熱残分 プライマーの加熱残分は、４０％以上でなければならない。

２.１.４ 乾燥時間 プライマーの指触乾燥時間は、４時間以内でなければならない。

２.１.５ 選 定 プライマーは、原則としてエナメルと同じ材料製造業者の製品を使用し

なければならない。ただし、注文者の承認を得た場合には、他の材料製造業者のプライマ

ーを使用してもよい。

注（1） 材料製造業者とは、塗料又は覆装材の製造業者をいう。

（2） 注文者とは、塗装及び塗覆装した鋼管の発注者並びに鋼管の塗装及び塗覆装工事

の発注者をいう。

引用規格： ＪＩＳ Ｂ７５０２ 外側マイクロメーター

ＪＩＳ Ｋ２２４９ 原油及び石油製品比重試験方法

ＪＩＳ Ｂ２４２１ ベンゼン類試験方法

ＪＩＳ Ｋ２４３０ ベンゼン（ベンゾール）

ＪＩＳ Ｋ２４３３ ソルベントナフサ

ＪＩＳ Ｂ２５３０ 石油アスファルト針入度試験方法

ＪＩＳ Ｋ２５３１ 石油アスファルト軟化点試験方法（環球法）

ＪＩＳ Ｋ５４００ 塗料一般試験方法

ＪＩＳ Ｌ１０１６ ジュート織物試験方法

ＪＩＳ Ｌ３４０５ ヘッシャンクロス

ＪＩＳ Ｒ３４１３ ガラス糸

ＪＩＳ Ｒ３４１３ ガラスクロス

ＪＩＳ Ｚ８８０１ 標準ふるい

２.２ エナメル エナメルは、管の防食被覆の重要な素材で、次の各項に適合するものでなけれ
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ばならない。

２.２.１ 組 成 エナメルは、コールタールピッチ系又は膨潤炭系の歴青材に不活性鉱物質

微細粉を添加したもので、石油アスファルト又は天然アスファルトを含んでいてはなら

ない。

注（3） 不活性鉱物質微細分の粒度は、ＪＩＳ Ｚ８８０１（標準ふるい）の７４µｍふ

るい通過率９０％以上とする。

２.２.２ 品 質 エナメルは、表１に示す項目について試験を行い、その成績が同表の規定

に適合するものとする。

表１ エナメルの品質

試験対象 試験項目及び試験方法 最 小 最 大

軟化点（ｊＩＳＫ２３５１）℃ １０５ ―

２５℃・１００ｇ・５ｇ １０ ２０
針入度（ｊＩＳＫ２５３０）℃

エナメル ２５℃・１００ｇ・５ｇ １５ ４５

比重（ｊＩＳＫ２２４９）（２５／２５℃） １．４０ １.６０

灰分（ｊＩＳＫ２４２１）％ ２５ ３５

粘度（ｊＩＳ２３０℃）Ｐ｛Ｐａ・Ｓ｝ ― ６.０

高温垂下試験（７０℃・２４ｈ）ｍｍ ― ２

低温きれつ試験（きれつ及びはく離の有無）（－３０℃・６ｈ） な し

きれつ発生までの ｍｍ
たわみ ２０ ―

１種試験
３８ｍｍたわんだとき ˆ

プライマー のはく離面積 ― ２０
とエナメル 曲げ試験
とを塗装し きれつ発生までの ｍｍ
た試験片 たわみ １５ ―

第２種試験
３８ｍｍたわんだとき ˆ
のはく離面積 ― ３３

直接衝撃によるはく離 ˆ
衝撃試験 面積 ― ６５

（２５℃・６５０ｇ・２．４ 間接衝撃によるはく離 ˆ
ｍ） 面積 ― １３

皮はぎ験 第１種試験 はげない
（３０℃・５０℃・７０℃）

の各温度 第２種試験 はげない

備考 １．曲げ試験の第１種試験及び第２種試験は、次のとおりとする。

第１種試験：溶融エナメルの温度が230℃に達したとき、ただちに塗装した試験片で行

う試験。

第２種試験：溶融エナメルの温度が230℃に達してから、２時間その温度に保持したの

ち、塗装した試験片で行う試験。

２．皮はぎ試験の第１種試験及び第２種試験は、次のとおりとする。

第１種試験：エナメル塗装後いったん常温とし､その後温度を各試験温度に調整して行
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う試験。

第２種試験：エナメルの塗装後70℃で72時間加熱したのち､第１種試験と同様に行う試

験。

３． この規格の中で｛ ｝を付けて示してある単位及び数値は、国際単位系（SI）によるも

のであって、参考として示したものである。

２.３ 表 示 表示は、その容器に、会社名、商品名、製造年月、ロット番号などを明示しな

ければならない。ただし、容器に表示できない場合は、注文者の承認を得てその一部

を省略することができる。

３．覆装材 覆装材は、エナメル塗膜を保護し又は塗膜の機械的強さを補強するもので、通常､ヘッ

シャンクロス、ガラスクロス又はガラスマットを使用する。

３.１ ヘッシャンクロス ヘッシャンクロスは、JIS L3405（ヘッシャンクロス）の７号及び９

号とする。

３.２ ガラスクロス ガラスクロスは防食用として作られたもので、厚さが均一で、柔軟性・耐

久性に冨み、実用上有害な織りむら・ふし・折り目がなく、表２に示す品質を有するものと

する。

表２ ガラスクロスの品質

種 類 無アルカリ 含アルカリ

アルカリ含有率 ％ ０．８以下 １５以下

組 織 平 織

厚 さ ｍｍ ０．１３±０．０２ ０．２２±０．０３ ０．１５±０．０２ ０．２７±０．０３

用糸の番手

（縦糸・横糸とも） ６８±７ １３６±１４ ７０±６ １４０±１０

単繊維の直径 µｍ ９±１．８又は１２±１．８

密度（縦・横とも）本／㎝ ７以上

引張強さ（縦・横とも） ２０以上 ４０以上 ２０以上 ４０以上

㎏ｆ｛Ｎ｝／１５ｍｍ幅 ｛１９６｝以上 ｛３９２｝以上 ｛１９６｝以上 ｛３９２｝以上

備 考 １．用糸の番手は、ＪＩＳ Ｒ３４１３（ガラス糸）の7.2による番手（長さ1000ｍの糸
のグラム数）で示す。

＋15
２．幅は普通160㎜、280㎜及び330㎜の３種類とし、許容差は 0㎜とする。

３．１巻の長さは、普通90ｍ又は420ｍとする。
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３.３ ガラスマット ガラスマットは、ガラス短繊維を熱硬化性樹脂で結合した、たわみ性を

有する均質多孔状のもので、巻き付けの際に形がくずれたり、溶融エナメルに接したときに

あわ立ちを生じたりしないもので、表３の品質を有するものとする。

表３ ガラスマットの品質

厚 さ ｍｍ ０．２５～０．６０

有機物付着率 ％ １７±５

縦方向 ２．０以上

引張強さ ｛１９．６｝以上

㎏ｆ｛Ｎ｝／１５ｍｍ幅 横方向 １．０以上

｛９．８１｝以上

補強糸密度本／㎝ 約 １

４．工場における塗装及び塗覆装方法

４.１ 塗装前の処理

４.１.１ プラストを行う前の処理

(1) 内面溶接のピード部分の塗装に有害な突部は、プラストを行う前にサンダー又はグライ

ンダーなどでなるべく平滑に仕上げる。

（2） 付着した油分は、ソルベントナフサ又はその他の適当な溶剤で、布などを用いて完全に

除去する｡ソルベントナフサは、ＪＩＳ Ｋ２４３３（ソルベントナフサ）の１.２（1）に

適合するものとする。

(3） 溶着金属から発生する水素ガスにより塗膜に悪影響を与えるときは、適当な方法で水素

を除去する。その方法については、注文者と協議しなければならない。

４.１.２ 鋼面の清掃 鋼面に付着しているミルスケール、さびその他の異物は、プラスト法

によって除去する。

なお、注文者の承認を得た場合には、化学的処理法によって除去しても差し支えない。

酸洗い法による場合には、鋼面に残存する酸分を水洗除去したのち、速やかに乾燥させ

る。また、プラストに圧縮空気を使用する場合には、圧縮空気中の油分や水分などを空

気清浄器で除去しなければならない。

４.１.３ 鋼面清掃後の処置 鋼面清掃を行った管は、プライマーを塗るまでにさびたり、ほ

こりや油分などの異物が付着したりしないようにしなければならない。もし、さびが発

生しその程度が軽微ならば、サンダー又はワイヤブラシにより、はなはだしければ、再

びプラスト法などによってさびを除去する。

なお、付着したほこりは、真空掃除機を用いるか、又はその他の方法によって除去す

る。

４.１.４ 管の加熱 プライマー塗装時の管の温度が１０℃以下の場合又は鋼面に湿気のある

場合は、適当な方法により管を３０～４０℃に加熱してからプライマーを塗装する。

４.２ プライマーの塗装

４.２.１ 塗 装 プライマーは、開かん後よくかくはんしてから小容器に移して、速やかに
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塗装する。

塗装は、はけ塗り又はスプレー塗りのいずれでもよいが、鋼面を清掃後ただちに行う。

その際、適正量を均一に塗装するものとし、塗り過ぎ・たれ・塗り残しがあってはなら

ない。

４.２.２ 塗装量 塗装量は、７０～１１０ｇ／㎡とする。

４.２.３ 塗装間隔 プライマー塗装後、エナメル塗装までの間隔は管の温度によって異なり、

原則として表４とする。

表４ 塗装間隔

管の温度 ℃ 塗装間隔 ｈ

１０付近の場合 ４８以上

２０付近の場合 ２４以上

３０付近の場合 １０以上

４０付近の場合 ２以上

なお、プライマー塗装後５日を超えたときは、プライマーを再登録しなければならない。

この場合の塗装量は、最初の半量とする。

４.２.４ 塗装面の保護 プライマー塗装後は、雨、水滴、ほこりその他の異物が付かない

ように、塗装面を保護しなければならない。

４.３ エナメルの溶融

４.３.１ エナメルの溶融装置は温度が均等に上昇し、かつ、清掃しやすい構造とし、開閉ふ

たを有し、適当な機械かくはん装置及び自記温度計を備えたものでなければならない。

４.３.２ エナメルの投入

（1） 溶融そうに投入するエナメルは、径約２０㎝以下のかたまりに砕いたものでなければな

らない。また、土砂、ほこりなどの異物を付着させないように注意はなければならない。

（2） エナメルは、１回の投入分を使用し終わってから、次回の分を投入しなければならない。

だたし、溶融装置が溶融そうと温度調整そうとに分かれている場合は、この限りでない。

４.３.３ 溶 融

(1） エナメルの溶融は、変質を防ぐため溶融そうにふたをして行い、できるだけ速やかに塗

装温度（２１０～２５０℃）に到達させる。

（2） エナメルの加熱中は、正確に温度を管理しなければなならない。ただし、各温度での加

熱許容時間は、原則として表５とする。

なお、溶融中の最高許容温度は、２７０℃とする。

表５ 工場におけるエナメルの加熱許容時間

エナメルの温度 ℃ 加熱許容時間 ｈ

２１０ １０

２３０ ８

２５０ ６
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（3） エナメルの加熱中は、少なくとも１５分ごとにかくはんしなければならない。

４.３.４ エナメルの再使用

（1） 溶融して残ったエナメル又は一度塗装してはぎとったエナメルは、次回投入分に対し１

０％以上を混入してはならない。ただし、注文者の承認を得た場合は、１０％まで混入す

ることができる。

（2） エナメルを再使用する場合には、油類を加えて粘度を調節してはならない。

４.３.５ 溶融そうの清掃 溶融そうは必要に応じからにして清掃し、そのときの内容物は、全

部廃棄しなければならない。

４.４ プライマーを塗装した管の加熱 エナメル塗装時の管の温度が１０℃以下の場合又はプ

ライマー塗装面に湿気のあるときは、プライマーに有害でない方法によって管を均一に加熱

乾燥し、直ちにエナメルを塗装する。

その際の管の温度は、７０℃以下を適当とするが、短時間ならば１００℃になっても差し支

えない。

４.５ 管内面のエナメル塗装

４.５.１ 直管の遠心塗装直管の内面は、次の要領で遠心力によって塗装する。

（1）塗装温度は、原則として２１０～２５０℃とする。ただし、管を５０℃以上に加熱した

場合は、塗装温度を１９０℃まで下げても差し支えない。

（2）管をゴム輪車又は鋼輪車上で、適当な方法により回転しながらトラフ式又はフィードラ

イン式で、溶融エナメルを管内面に注加し、エナメルが固化するまで回転を続ける。

（3）（2）の注加方式を採用できない場合は、あらかじめ管の内面に溶融エナメルを追加した

のち、管を回転してもよい。ただし、この場合のエナメルの塗装温度は２３０～２５０℃

を適当とする。

（4）塗膜は、管によく密着し、実用上平滑で、有害なふくれ、へこみ、いわ、たれ、突部、

異物の混入などがなく、塗り残し及びピンホールがないようにしなければならない。

４.５.２ 異形管の塗装 遠心塗装を行いうる場合は､4.5.1による。遠心塗装ができない異形

管の塗装は、次の要領で手塗りによって行う。

（1）塗装温度は、原則とて２３０～２５０℃とする。

（2）エナメルは、均一な厚さになるように管の内面に手早く塗装する。その後、ただちに表

面を加熱しながら平滑になるように入念に仕上げる。

（3）塗装用具は、はけ、こて、へらなどを用いる。なお、はけは、タンピコばけ又はこれと

同等以上のものとする。

（4）塗装作業は、できるだけ下向きで行うものとし、少量のエナメルを流し塗りし、こて又

はへらで塗り広げ、所定の厚さになるべく平滑に仕上げる。

横向き又は上向きの塗装作業を必要とするときは、はけ塗りを少なくとも２回行い、１

塗りごとに塗膜を重ね合わせるようにする。

（5）エナメルのたれやひまつが付かないように、プライマー塗装面を適当な方法で保護しな

ければならない。もし、エナメルのたれやひまつが付いたときは、エナメルを塗装する前

にプライマーをそこなわないように、注意深くかきとっておくものとする。

（6）エナメル溶融そうから手塗り用容器にエナメルを移すひしゃくを用いるか、溶融そうに

付けた注ぎ口から移すものとし、溶融エナメル中に容器を直接入れてくみ取ってはならな
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い。

（7）塗膜は、4.5.1の（4）に示す欠点及びはく離のないようにしなければならない。

４.５.３ 塗膜の厚さ及び許容差 塗膜の厚さ及び許容差は、表６のとおりとする。

表６ 管内面塗装の厚さ及び許容差

種 別 厚 さ 許 容 差

直 管 ２．５ ＋２．０

－０．５

異 形 管 ２．５ ＋３．５

－０．５

４.６ 管外面の塗覆装

４.６.１ 塗覆装の方式及びその厚さは、表７のとおりとし、その方式と覆装材の種類は、注文

者が指示するものとする。

なお、直管の塗覆装後の表面には、厚さ約０.５㎜のエナメルを塗って､覆装材の布目が

見えないように仕上げるものとするが、注文者と協議のうえ、これを省略することができ

る。

表７ 管外面塗覆装の方式及び厚さ

種別 塗覆装の方式 最小厚さ ｍｍ

プライマー塗装

１回塗１回巻 第１回エナメル塗装 一重巻の場合 ３．０

第１回覆装（一重巻又は二重巻） 二重巻の場合 ３．５

プライマー塗装

第１回エナメル塗装

１回塗２回巻 第１回覆装（一重巻） 一重巻の場合 ４．０

第２回覆装（一重巻又は二重巻） 二重巻の場合 ４．５

プライマー塗装

第１回エナメル塗装

２回塗２回巻 第１回覆装（一重巻）

第２回エナメル塗装 一重巻の場合 ５．５

第２回覆装（一重巻又は二重巻） 二重巻の場合 ６．０

プライマー塗装

第１回エナメル塗装

２回塗１回巻 第１回覆装（一重巻又は二重巻） 一重巻の場合 ４．５

第２回エナメル塗装 二重巻の場合 ５．０

プライマー塗装

第１回エナメル塗装

第１回覆装（一重巻）

３回塗２回巻 第２回エナメル塗装 一重巻の場合 ７．０

第２回覆装（一重巻又は二重巻） 二重巻の場合 ７．５

第３回エナメル塗装

備 考 １．表中の最小厚さは、覆装材として、ガラスクロス又はガラスマットを使用したときの
値である。

なお、ヘッシャンクロスを使用したときの最小厚さは、一重巻の場合０.５㎜を､二重
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巻の場合１.０㎜をそれぞれ加算するものとする。
２．一重巻とは、覆装材の被覆層が少なくとも一重となるような巻き方をいい、二重巻と

は、被覆層が少なくとも二重となるような巻き方をいう。
３．直管塗覆装の厚さには、エナメル仕上げの厚さは含まない。

４.６.２ 直管の塗覆装 直管の塗覆装は、全体が管によく密着するように、次の要領で行う。

（1） 塗覆装に使用するエナメルの温度は、原則として２１０～２５０℃とする。ただし、

管の温度が５０℃以上の場合は、エナメルの温度を１９０℃まで下げても差し支えない。

（2） 管の外面のエナメル塗装は、管を回転させながら、注ぎ口が管軸に平行に移動できる

装置で、エナメルを注加して行う。らせん状に注加されたエナメルが被塗装面に広がり、

前に塗装したエナメルと重なり合って連続した塗膜を得るようにしなければならない。

（3） 表７の第１回エナメル塗装の厚さ及び許容量は、原則として２.５㎜とする。

（4） 塗装材は、溶融エナメル中を通過させてエナメルを含浸させてから、らせん状に巻付

ける。ただし、ガラスマットを用いるときは、エナメルを注加しながら、らせん状に巻

き付けてもよい。塗覆材巻き付けの際は、適当な方法で塗装表面を押さえて、あわの除

去及び表面の塗りならしを行う。

（5） 覆装材は適度の張力を与えて整然と巻き付け、しわや縮みができないようにする。そ

の際、張力が過度になって覆装材がエナメル塗装に食い入って、管の表面に達するよう

なことがあってはならない。

（6） 覆装材をらせん状に一重巻する際の重なりは、通常、表８による。

表８ 覆装材の重なり

覆 装 材 一重巻の重なり

ヘッシャンクロス又は ２０㎜ 以上
ガラスクロス

ガラスマット １０㎜ 以上

（7） 覆装材をらせん状に二重巻する場合の重なりは、次の式による。

１
覆装材の幅×―＋１０㎜以上

２

４.６.３ 異形管の塗覆装

（1） 異形管の塗覆装は、管の回転ができる場合には、 4.6.2に準じて行う、管を回転する

ことができない場合には、原則として、覆装材にエナメルを含浸させてから、これを管

軸にほぼ直角に入念に巻きつけむなければならない。なお、覆装材を巻き付けてからエ

ナメルを注加してもよい。

（2） 表７の第１回エナメル塗装の厚さ及び許容差は、原則として２.５㎜とする。

（3） 管を回転することができない場合のエナメルの温度は２３０～２５０℃とする。

４.６.４ 塗覆装後の注意 塗覆装した管は、塗覆装を損傷しないように取り扱わなければな

らない。

４.７ 管端内外面の仕上げ

（1） 管が溶接で接続される場合には、管端から注文者が指定した長さのところに境界線を入れ
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たのち、管端の内面塗装及び外面塗覆装をはぎとるものとする。この部分のさび止めのため

のプライマー塗装については、注文者の指示による。内面には注文者と協議して決めた試験

片を、密着検査のために残しておかなければならない。

（2） 溶接継手以外の管端の仕上げは、注文者の指示によらなければならない。

５.布設現場における溶接部の塗装及び塗覆方法

５.１ 塗装前の処理

５.１.１ 溶着金属中に残存する拡散性水素の除去 溶接に低水素系溶接棒を使用した場合は、

溶接完了後プライマー塗装着手までに、おおむね２４時間以上の放置時間をおくものとす

る。急を要する場合には、プライマー塗装前にガスバーナーを用いて溶接ピード部分に沿

って加熱し、溶着金属中に残存する拡散性素を除去しなければならない。この際の最高許

溶温度は、６００℃とする。

イルミナイト系溶接棒を使用した場合は、溶接完了後、溶接ビード部分を上記の方法で

反復加熱するものとする。ただし、１４日以上放置したときは加熱しなくてもよい。特に、

注文者の承認を得た場合は、上記の放置期間、加熱方法を変更し、又は加熱を省略するこ

とができる。

５.１.２ 鋼面の清掃

(1） 鋼面は、すべて鋼灰色で、清掃かつ乾燥した状態にしなければならない。

（2） スラグ、スパッター及び溶接ビード部分の塗装に有害な突部などを、電動サンダー、電

動グラインダー、電動ワイヤブラシその他適当な器具で取り除いて、鋼面をなるべく平滑

に仕上げる。

（3） 工場で塗装されたプライマーの劣化した部分、鋼面に付着している油分、ほこりその他

の異物は、完全に取り除かなければならない。

なお、劣化プライマーの除去は、ワイヤブラシその他の方法により、油分の除去方法は、

4.1.1の（2）による。付着したほこりは、真空掃除機をもちいるか、又はその他の方法に

よって除去する。

５.１.３ 管の加熱 プライマー塗装時の管の温度が１０℃以下の場合又は鋼面に湿気のある

場合には、赤外線ランプ、熱風装置その他適当な方法で鋼面を均一に加熱乾燥し、直ち

にプライマーを塗装する。

５.２ プライマーの塗装

５.２.１ プライマー プライマーは、原則として、その管の工場塗装に使用したものと同じ

製品とする。

５.２.２ 塗 装 塗装は、4.12による。ただし、溶接ビード部分の塗装にあたっては、塗り

だまりを生じないよう、特に注意する。

なお、鋼面の清掃後、工場塗装部又は塗覆装部の末端がよごれている場合には、この

部分を切りとったのち、プライマーを塗装する。

５.２.３ 塗装費 工場で塗装したプライマーに再塗装する場合は３５～５５ｇ／㎡､ 劣化プ

ライマーを除去した場合は７０～１１０ｇ／㎡とする。

５.２.４ 塗装間隔 塗装間隔は、4.2.3による。

５.２.５ 塗装面の保護 塗装面の保護は、4.2.4による。

５.３ エナメルの溶融
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５.３.１ エナメル エナメルは、原則として、その管の工場塗装に使用したものと同じ製品

とする。

５.３.２ 溶融装置 溶融装置は4.3.1に準じ、特に移動に便利なものとする。

５.３.３ エナメルの投入 エナメルの投入は、4.3.2による。ただし､溶融そうに投入するエ

ナメル塊の径は、約１０㎝以下とする。

５.３.４ 溶 融 溶融は、4.3.3による。ただし､各温度における加熱許容時間は、表９の限

度を超えてはならない。

表９ 布設現場におけるエナメルの加熱許容時間

エナメルの温度 ℃ 加熱許容時間 ｈ

２１０ ８

２３０ ８

２５０ ４

５.３.５ エナメルの再使用 エナメルの再使用は、4.3.4による。

５.３.６ 溶融そうの清掃 溶融そうは、4.3.5による。

５.４ プライマーを塗装した管の加熱 プライマーを塗装した管の加熱は、4.4による。

ただし、加熱は赤外線ランプ、熱風装置などを用いて、プライマーに有害でないように行わ

なければならない。

５.５ 管内面のエナメル塗装

５.５.１ 塗 装 塗装は、4.5.2による。ただし、布設現場塗装部と工場塗装部との継目は、

両者がよく密着するように工場塗装部をトーチランプなどで加熱しながら注意深く塗膜を

重ね合わせ、表面をこてで平滑に仕上げる。この際、塗膜の表面を加熱しないよう、特に

注意する。

５.５.２ 塗膜の厚さ及び許容差 塗膜の厚さ及び許容差は、２.５㎜する。

ただし、溶接部の塗装は､溶接ビード部分の中心線を最高としてなだらかに仕上げる。

５.６ 管外面の塗覆装

５.６.１ 塗覆装の方式及び厚さ 塗覆装の方式及び厚さは、4.6.1 による。

５.６.２ 塗覆装は、4.6.3 により、かつ、5.5.1のただし書きに準ずる。
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ポリエチレン被覆鋼管 JIS G3469

Polyethylene Coated Steel Pipes

１．適用範囲 この規格は、ガス、油などを輸送する主として地中埋設用の外面ポリエチレン被覆
鋼管（以下、被覆鋼管という。）について規定する。
注（1） ここでいう地中埋設用には､（洞）道、共同こう（溝）内配管など､日光、風

雨などに直接ばく露されないものを含む。
２．種 類 被覆鋼管の種類及び記号は、製品の形状により表１のとおりに区分する。

表１ 種類及び記号

種 類 区 分 記 号 備 考

１号 Ｐ１ １層被覆にポリエチレン包装を施したもの

ポリエチレン被覆鋼管

２号 Ｐ２ １層被覆

３．材 料
３.１ 原 管

３.１.１ 被覆鋼管に用いる原管は、表２のいずれかによる。ただし、表２以外の原管を必要
とするときは、注文者と製造業者との協定による。

表２ 原 管

呼び軽 Ａ 原 管

ＪＩＳ Ｇ３４５２（配管用炭素銅鋼管）

１５～２０００ ＪＩＳ Ｇ３４５４（圧力配管用炭素銅鋼管）

ＪＩＳ Ｇ３４５７（配管用アーク溶接炭素銅鋼管）

３.１.２ 被覆鋼管の両端の形状は、表３のいずれかによる。ただし、表３以外の管端形状を
必要とするときは、注文者と製造業者との協定による。

表３ 管端形状

呼び軽 Ａ 管端形状

１５０以下 ねじ付き、プレンエンド又はペペルエンド

１５０を超えるもの プレンエンド又はペペルエンド

３.１.３ ベベルエンドの形状は、図１（Ａ）の外ベベによる。ただし、呼び径８００Ａ以上
で特に指定のある場合は、図１（Ｂ）の内ベベルでもよい。

図 １ ベベルエンドの形状

（Ａ） 外ベベル （Ｂ） 内ベベル

ｔ：厚さ
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３.１.４ ねじ付き被覆鋼管の場合には､両端にJIS B0203（管用テーパーねじ）の(3)テーパー

ねじを施し、その一端には、JIS B2302（ねじ込み式鋼管製管継手）又はJIS B2301（ね

じ込み式可鍛鋳鉄製管継手）によるソケット１個をねじ込み、ソケットをねじ込まない

一端には、ねじ保護環を付ける。

注（3） テーパーねじの検査は、JIS B0253（管用テーパーねじゲージ）による。

３.２ 被覆材料 粘着剤及びポリエチレンは、附属書１及び附属書２に規定するものを用いる。

４.製造方法

４.１ 外面被覆 被覆鋼管には、次ぎにより外面被覆を行う。

４.１.１ 全面処理 原管に付着している有害な油分、さび､その他の異物は、機械的又は化学

的な方法により除去する。

４.１.２ 被 覆 前処理を終わった原管の外面に､加熱溶融した粘着剤を０.１～０.５㎜塗

布し、次ぎに押出法により１号は、ポリエチレンを被覆し､引き続き泡装用ポリエチレン

を同様の方法でかぶせる。この際､被覆用ポリエチレンと包装用ポリエチレンとは溶着し

てはならない。

なお、注文者の指定があった場合は、包装用ポリエチレンを省くことができる。

２号は、ポリエチレンを被覆する。

また、注文者の承認を得たときは、粘着剤の代わりに粘着剤を使うことができる。

４.２ 管端被覆位置 被覆鋼管の両管端は､特に指定のない限り表４に規定する位置まで被覆を

はく離する。ただし､プレンエンドの場合は、注文者と製造業者との協定による。

表４ 管端被覆位置

管 端 形 状 管 端 被 服 位 置

ねじの切上げ部から約50㎜

ね じ 付 き

管端から約150㎜

ベ ベ ル エ ン ド

５. 品 質

５.１ 外 観 被覆は鋼面によく密着し、有害なきず、おうとつ、異物の混入などがあってはな

らない。

５.２ 寸法及び重量

５.２.１ 被覆鋼管の呼び径は、原管の呼び径で表す。

５.２.２ 被覆鋼管の重量は、ソケットを含まない原管重量とする。

備 考 この規格で用いる重量とは、質量の意味である。

５.３ 被覆厚さ 被覆鋼管の呼び径ごとの被覆厚さ及びその許容差は、表５による。
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５.４ ピンホール 被覆鋼管は６.２のピンホール試験を行ったとき、火花を発生する欠陥があっ

てはならない。

５.５ メカニカル継手を使用する被覆鋼管の最大外径については､製造業者との協議により注文者

が指定することができる。

６. 試 験

６.１ 厚 さ 被覆鋼管の被覆厚さは、管の一端において円周方向の直交する任意の４ 点を

測定する。

６.２ ピンホール 被覆鋼管のピンホール試験はホリデーディテクターを用い､接触型の場合は、

１００００～１２０００Ｖ､非接触型の場合は２００００～４００００の電圧をかけて、ピン

ホールの有無を調べる。

７. 検 査

７.１ 被覆鋼管の検査の一般事項は、ＪＩＳ Ｇ０３０３（鋼材の検査通則）の２．による。

７.２ 被覆鋼管の外観、被覆厚さ及びピンホール試験の成績は、５．の規定に適合しなければな

らない。

７.３ 被覆鋼管の外観検査は、１本ごとに目視により行う。

７.４ 被覆鋼管の被覆厚さ検査は、同一寸法、同一製造ロットの管から２本を抜き取り、それぞ

れの管の一端を測定する。

７.５ 被覆鋼管のピンホール検査は、１本ごとに被覆面全面について行う。

８. 表 示 検査に合格した被覆鋼管は､１本ごとに次の項目を明示しなければならない。ただし、

注文者の承認を得たときは、その一部を省略することができる。

（1）区分の記号

（2）製造業者名又はその記号

（3）原管の記号

（4）原管の寸法

（5）製造年月

９. 報 告 注文者から要求された場合､製造業者は規定された項目の成績表を提出しなければな

らない。
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表５ ポリエチレン被覆厚さ及び厚さの許容差

１ 号 ２ 号
呼び径 呼び

Ａ 被 覆 包装（参考） Ａ 被 覆

厚さｍｍ 許容差ｍｍ 厚さｍｍ 許容差ｍｍ 厚さｍｍ 許容差ｍｍ

１５ ０．６ １．０ １５ １．５

２０ ０．６ １．０ ２０ １．５

２５ ０．６ １．０ ２５ １．５ ＋規定しない

３２ ０．６ １．０ ３２ １．５ －０．３

４０ ０．６ ＋規定しない １．０ ＋規定しない ４０ １．５

５０ ０．６ －０．２ １．０ －０．３ ５０ １．５

６５ ０．６ １．０ ６５ １．５

８０ ０．６ １．０ ８０ １．５

９０ ０．６ １．０ ９０ １．５
１００ ０．８ １．１
１２５ ０．８ １．１ １００ ２．０

１．２ １２５ ２．０ ＋規定しない

１５０ ０．９ １５０ ２．０ －０．４

２００ １．１ １．５ ＋規定しない

２５０ １．２ ＋規定しない １．６ －０．４ ２００ ２．５

３００ １．２ －０．３ １．７ ２５０ ２．５

３５０ １．２ ３００ ２．５

４００ １．２ ２．０ ３５０ ２．５

２．０ ４００ ２．５

４５０ １．３ ２．０ ＋規定しない ４５０ ２．５

５００ １．３ ＋規定しない ２．０ －０．５ ５００ ２．５

５５０ １．３ －０．４ ２．０ ５５０ ２．５

６００ １．３ ２．０ ６００ ２．５

６５０ １．３ ２．０ ６５０ ２．５

７００ ２．５ ＋規定しない

７５０ ２．５ －０．５

８００ ２．５

８５０ ２．５

９００ ２．５

１０００ ２．５

１１００ ３．０

１２００ ３．０

１３５０ ３．０

１５００ ３．０

１６００ ３．０

１６００ ３．０

１８００ ３．０

２０００ ３．０
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附属書１ 粘着剤

１．適用範囲 この附属書は、ポリエチレン被覆鋼管に使用する粘着剤について規定する。

２．材 料 粘着剤は、ゴム、アスファルト及び樹脂又はこれらを主成分としたものとする。

３．品 質 粘着剤は、鋼面とポリエチレン被覆によく粘着するもので、附属書１表の物性のもの

とする。

附属書１表 粘着剤の物性

項 目 規 定 値

軟化点℃ ６０以上

ちょう度 ７０以下

揮発減量％ 2以下

４．試 験

４.１ 軟化点 ＪＩＳ Ｋ２５３１〔 石油アスファルト軟化点試験方法（環球法）〕により、製

造ロットごとに行う。

４.２ ちょう度 ＪＩＳ Ｋ２５２４（ペトロラタムちょう度試験方法）により､製造ロットごと

行う。ただし、試料温度は、２３±０．５℃とする。

４.３ 揮発減量 ＪＩＳ Ｋ２５３３（石油アスファルト蒸発量試験方法）により､製造ロットご

とに行う。ただし、装置として電気熱風乾燥炉を使ってもよい。
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附属書２ ポリエチレン
１．適用範囲 この附属書は､ポリエチレン被覆鋼管に使用する被覆用ポリエチレンについて規定す

る。

２．材 料 附属書２表１ ポリエチレンの物性

２．１ ポリエチレンは、エチレンを主
体とした重合体であって、微量の 項 目 規 定 値

滑剤、酸化防止剤などを加えたも
のを含む。 密 度 ｇ／‡ ０．９１５以上

２．２ ポリエチレンは、耐火性を向上
させるために、カーボンブラック 引張強さ ㎏ｆ／‡ １２０以上

又はその他の顔料を配合し均一に （Ｎ／ｍ㎡） （１１．８）以上

分散させたものとする。
３．品 質 伸 び ％ ３００以上

ポリエチレンは、附属書２表１
に規定する物性のものとする。 硬 さ ショアＤ ４０以上

軟化点 ℃ ８５以上

ストレスクラッキング ４８以上

ｈ

耐衝撃 ピンホールが発生してはならない

吸水率 ％ ０．０１以下

絶縁破壊電圧 ｋＶ ３０以上

>
備考 括弧を付けて示してある単位及び数値は、国

際単位系（ＳＩ）によるものであって、参考
として併記したものである。

注(1) ここでいうポリエチレンは、顔料を含まない
ものである。

４．試 験

４．１ 試験片の作成 ＪＩＳ Ｋ６７６０（ポリエチレン試験方法）の３．による。

４．２ ポリエチレンの密度、引張強さ、伸び、硬さ、軟化点、ストレスラッキング、耐衝撃、

吸水率及び絶縁破壊電圧は、ポリエチレンの製造ロットごとに行う。

４．３ 密 度 ＪＩＳ Ｋ６７６０の5.2.4による。ただし、試験温度は２３±0.1℃とする。

４．４ 引張強さ及び伸び ＪＩＳ Ｋ６７６０の５.３による。ただし､試験温度は２３±２℃

とする。

４．５ 硬 さ

４．５．１ 試験片 厚さ６ｍｍ以上の表面が、平滑なシートとする。

４．５．２ 試験装置 試験装置は、Ｄ型硬さ計とし、附属書２図に示す測定端子と指示装置か

らなるものとする。

４．５．３ 測定方法 試験方法は、次のとおりとする。

(1) 試験方法は２３±２℃とし、試験片及び試験機を１時間以上試験温度に保持したのち

試験を行う。

（2） 硬い水平な試験台の上に試験片を置き、端より１２ｍｍ以上離して、測定端子が垂直

になるように硬さ計を保つ。
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（3） 力を加え、硬さ計が試験片に完全に接触してから、１秒以内に目盛の最高値を読む。

（4） ６ｍｍ以上離して、５回測定し、その平均値をとる。

附属書２図 Ｄ型硬さ計

測定端子部

単位ｍｍ

４．６ 軟化点 ＪＩＳ Ｋ７２０６（熱可性プラスチックのピカット軟化点試験方法）によ

る。

４．７ ストレスクラッキング

４．７．１ 試験片 試験片の寸法は、附属書２表２による。

４．７．２ 装 置 ＪＩＳ Ｚ１７０３（ポリエチレンびん）の６．４．１によるが､ホル

ダー内側幅は１１．７５±０．０５ｍｍとする。

また、試薬は、ノニルフェノキシボリ(エチレンオキシ)エタノール(濃

度１０％）とする。

４．７．３ 試験方法 ＪＩＳ Ｚ１７０３の６．４．３による。

附属書２表２ 試験片の寸法

単位ｍｍ

密 度 ｇ／ˆ
項 目

０．９１５～０．９２５ ０．９２６以上

幅 １３±０．８

長さ ３８±２．５

厚さ ３．００～３．３０ １．７５～２．００

ノッチの深さ ０．５０～０．６５ ０．３０～０．４０

ノッチの長さ １８．９～１９．２

４．８ 耐衝撃

４．８．１ 試験片の作成 片面の油分、さび等を除去した厚さ３．２ｍｍ、幅２００ｍｍ長

さ２００ｍｍの鋼板と、厚さ１．０ｍｍ±０．１０ｍｍ、幅２００ｍｍ、長さ１０

０ｍｍ以上のポリエチレンシートを、２３±０．５℃恒温水そうに１時間以上浸せ

きする。
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水そうより取り出したら直ちに清浄な布で付着水分を取り除き、試験片とする。

４．８．２ 試験方法 試験方法は、次のとおりとする。

（1） 試験は、試験片作成後直ちに行う。

（2） 鋼板の処理面とポリエチレンシートを重ねて、ポリエチレンシートを上にして平ら

な木製台の上に置き、鋼球を垂直にポリエチレンシート上に落下させる。鋼球及び落

下高さは、附属書２表３のいずれかによる。

附属書２表３ 鋼球及び落下高さ

網 球 落下高さｍｍ

玉軸受用網球２ ／ 並球 ２０５０
（質量７７０ｇ）

玉軸受用網球２ ／ 並球 ２４００
（質量６５０ｇ）

注(2)木製台の大きさは、３００ｍｍ×３００ｍｍ、厚さ５０ｍｍ

とし、材質は松、ひのき、ラワンなどとする。

（3） 衝撃を加えたのち、ホリデーディテクターにより、本文６．２に規定された電圧で、

ピンホールの有無を調べる。

４．９ 吸水率 ＪＩＳ Ｋ７２０９（プラスチックの吸水率及び沸騰水吸水率試験方法）の６．

１．１による。ただし、試験片の大きさは、一辺１００ｍｍの正方形又は直径１００ｍｍ

の円板とし、厚さは３ ０．２ｍｍとする。

４．10 絶縁破壊電圧 ＪＩＳ Ｃ２１１０（固体電気絶縁材料の絶縁耐力の試験方法）の８．

１１による。

ただし、試験温度は２３±２℃とし、試験片の厚さは１±０．１ｍｍとする。
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